
○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号 

 

改正後 現行 

別紙様式第１号（第 18 条第１項関係） 

年    月    日から 

第１  第  期中                          中間事業概況書 

年    月    日まで 

 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 

（略） 

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第 2 項の規定により銀行代理業

者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載す

ること。 
区     分 前 期 末 当中間期末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 

   

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者について記載すること。 

３～５ (略) 

６  自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

                                  （単位：百万円） 

項          目 前期末 
当中間

期末 
項          目 前期末

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 準 備 金      

そ の 他 資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 準 備 金    (Ｄ)   

そ の 他 利 益 剰 余 金      

そ の 他   他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 △ △ 段の意図的な保有相当額   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    負債性資本調達手段及   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  びこれに準ずるもの   

その他有価証券の評価差損 △ △  期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権    限付優先株並びにこれ   

別紙様式第１号（第 18 条第１項関係） 

年    月    日から 

第１  第  期中                          中間事業概況書 

年    月    日まで 

 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 

（略） 

 （記載上の注意） 

   銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 
 
 

区     分 前 期 末 当中間期末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 

   

（新設） 

 

３～５ (略) 

６  自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

（新設）  

                                  （単位：百万円） 

項          目 前期末
当中間

期末 
項          目 前期末 

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 準 備 金      

そ の 他 資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 準 備 金    (Ｄ)   

そ の 他 利 益 剰 余 金      

そ の 他   他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 △ △ 段の意図的な保有相当額   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    負債性資本調達手段及   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  びこれに準ずるもの   

その他有価証券の評価差損 △ △  期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権    限付優先株並びにこれ   



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号 

改正後 現行 

営 業 権 相 当 額 △ △  らに準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △  短期劣後債務及びこれ   

企業結合により計上される △ △  に準ずるもの   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   非同時決済取引に係る控除   

証券化取引に伴い増加した △ △ 額及び信用リスク削減手法   

自己資本相当額   として用いる保証又はクレ   

内部格付手法採用行におい △ △ ジット・デリバティブの免責   

て、期待損失額が適格引当   額に係る控除額   

金を上回る額の 50％相当   内部格付手法採用行におい   

額   て、期待損失額が適格引当   

繰延税金資産の控除前の   金を上回る額の 50％相当   

〔基本的項目〕計   額   

（上記各項目の合計額）   PD/LGD 方式の適用対象とな   

繰延税金資産の控除金額 △ △ る株式等エクスポージャー   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   の期待損失額   

 償還を行う蓋然性を有   基本的項目からの控除分を   

 する株式等   除く、自己資本控除とされる   

 海外特別目的会社の発   証券化エクスポージャー及   

 行する優先出資証券   び信用補完機能を持つ I/0   

その他有価証券の貸借対照   ストリップス   

表計上額の合計額から帳簿   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

価額の合計額を控除した額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

の 45％相当額      

土地の再評価額と再評価の   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

直前の帳簿価額の差額の      

45％相当額   資産（オン・バランス）項目   

一 般 貸 倒 引 当 金   オフ・バランス取引等項目   

内部格付手法採用行におい   マーケット・リスク相当額を   

て、適格引当金が期待損失   ８％で除して得た額   

額を上回る額   オペレーショナル・リスク相   

負債性資本調達手段等   当額を８％で除して得た額   

 負債性資本調達手段   旧所要自己資本の額に告示   

 期限付劣後債務及び期   に定める率を乗じて得た額   

 限付優先株   が新所要自己資本の額を上   

    回る額に 12.5 を乗じて得た   

    額   

    リスク・アセット等計(Ｇ)   

    

    

営 業 権 相 当 額 △ △  らに準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △  短期劣後債務及びこれ   

企業結合により計上される △ △  に準ずるもの   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   （ 新 設 ）   

（ 新 設 ）      

      

（ 新 設 ）      

      

   （ 新 設 ）   

      

繰延税金資産の控除前の      

〔基本的項目〕計      

（上記各項目の合計額）   （ 新 設 ）   

繰延税金資産の控除金額 △ △    

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

 償還を行う蓋然性を有   （ 新 設 ）   

 する株式等      

 海外特別目的会社の発      

 行する優先出資証券      

その他有価証券の貸借対照      

表計上額の合計額から帳簿   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

価額の合計額を控除した額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

の 45％      

土地の再評価額と再評価の   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

直前の帳簿価額の差額の      

45％相当額   資産（オン・バランス）項目   

一 般 貸 倒 引 当 金   オフ・バランス取引項目   

（ 新 設 ）   マーケット・リスク相当額を   

   ８％で除して得た額   

   （ 新 設 ）   

負債性資本調達手段等      

 負債性資本調達手段   （ 新 設 ）   

 期限付劣後債務及び期      

 限付優先株      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （参考）マーケット・リスク   

   相当額   



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号 

改正後 現行 

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

〔国内基準に係る単体自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

                                   （単位：百万円） 

項          目 前期末 
当中間 

期末 
項          目 前期末

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目 （ Ｃ ）   

資 本 準 備 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

そ の 他 資 本 剰 余 金   (Ｄ)   

利 益 準 備 金   他の金融機関の資本調達手   

そ の 他 利 益 剰 余 金   段の意図的な保有相当額   

そ の 他    負債性資本調達手段及   

自 己 株 式 △ △ びこれに準ずるもの   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   期限付劣後債務及び期   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 限付優先株並びにこれ   

その他有価証券の評価差損 △ △ らに準ずるもの   

新 株 予 約 権   短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △ に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 非同時決済取引に係る控除   

企業結合により計上される △ △ 額及び信用リスク削減手法   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   として用いる保証又はクレ   

証券化取引に伴い増加した △ △ ジット・デリバティブの免責   

自己資本相当額   額に係る控除額   

内部格付手法採用行におい △ △ 内部格付手法採用行におい   

て、期待損失額が適格引当   て、期待損失額が適格引当   

金を上回る額の 50％相当   金を上回る額の 50％相当   

額   額   

繰延税金資産の控除前の   PD/LGD 方式の適用対象とな   

〔基本的項目〕計   る株式等エクスポージャー   

（上記各項目の合計額）   の期待損失額   

繰延税金資産の控除金額 △ △ 基本的項目からの控除分を   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   除く、自己資本控除とされる   

 償還を行う蓋然性を有   証券化エクスポージャー及   

 する株式等   び信用補完機能を持つ I/0   

土地の再評価額と再評価の   ストリップス   

直前の帳簿価額の差額の   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％ 

〔国内基準に係る単体自己資本比率〕 

（新設）  

                                   （単位：百万円） 

項          目 前期末
当中間

期末 
項          目 前期末 

当中間 

期末 

資 本 金   （ 新 設 ）   

非累積的永久優先株   （ 新 設 ）   

新 株 式 申 込 証 拠 金   （ 新 設 ）   

資 本 準 備 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ)(Ｃ)   

そ の 他 資 本 剰 余 金      

利 益 準 備 金   他の金融機関の資本調達手   

そ の 他 利 益 剰 余 金   段の意図的な保有相当額   

そ の 他    負債性資本調達手段及   

自 己 株 式 △ △  びこれに準ずるもの   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    期限付劣後債務及び期   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  限付優先株並びにこれ   

その他有価証券の評価差損 △ △  らに準ずるもの   

新 株 予 約 権    （ 新 設 ）   

営 業 権 相 当 額 △ △     

の れ ん 相 当 額 △ △ （ 新 設 ）   

企業結合により計上される △ △    

無 形 固 定 資 産 相 当 額      

（ 新 設 ）      

      

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

      

      

繰延税金資産の控除前の   （ 新 設 ）   

〔基本的項目〕計      

（上記各項目の合計額）      

繰延税金資産の控除金額 △ △ （ 新 設 ）   

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

 償還を行う蓋然性を有      

 する株式等      

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号 
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45％相当額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

一 般 貸 倒 引 当 金      

内部格付手法採用行におい   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

て、適格引当金が期待損失    

額を上回る額   資産（オン・バランス）項目

負債性資本調達手段等   オフ・バランス取引等項目  

 負債性資本調達手段   マーケット・リスク相当額を

 期限付劣後債務及び期   ８％で除して得た額 

 限付優先株   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 25.0 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計（Ｇ）

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

（記載上の注意） 

１ 本表には、銀行法第 14 条の２に規定する銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算

出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕、海外営業拠点を有し

ない銀行は〔国内基準に係る単体自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「単体自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ⑽に規定する単体自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５ 「企業結合により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた

評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６ 「その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」

欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７ 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 19 年３月金融庁告示第 18 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基本

的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそれ

ぞれ記載すること。また、繰延税金資産に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄外に

記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に20％(平成

18 年３月31日から平成 19 年３月 30 日までの間は 40％、平成 19 年３月 31 日から平成 20 年３

45％相当額   控  除  項  目  計 ( Ｄ )   

一 般 貸 倒 引 当 金      

（ 新 設 ）   自己資本額(Ｃ－Ｄ)(Ｅ)   

      

   資産（オン・バランス）項目   

負債性資本調達手段等   オフ・バランス取引項目   

 負債性資本調達手段   （ 新 設 ）   

 期限付劣後債務及び期      

 限付優先株   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計（Ｆ）   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｆ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｅ／Ｆ) ％ ％ 

（記載上の注意） 

１ 本表には、銀行法第 14条の２に規定する銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき

算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕、海外営業拠点を有し

ない銀行は〔国内基準に係る単体自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「単体自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ⑽に規定する単体自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５ 「企業結合により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた

評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６ 「その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」

欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７ 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 17 年 12 月金融庁告示第 76 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基

本的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額を

それぞれ記載すること。また、繰延税金資産に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄

外に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平

成 18 年３月 31 日から平成 19 年３月 30 日までの間は 40％、平成 19 年３月 31 日から平成 20



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号 

改正後 現行 

月 30 日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資

産に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の控

除金額」欄に記載すること。 

９  「信用リスク・アセット算出手法」欄は、標準的手法、基礎的内部格付手法又は先進的内部

格付手法のいずれかを記載すること。 

第２     第     期中（     年    月    日現在）中間貸借対照表 

（記載上の注意） 

１  （略） 

⑴ 継続企業の前提（会社計算規則（平成 18 年法務省令第 13 号）第 131 条に規定する継続企

業の前提をいう。以下同じ。）に重要な疑義を抱かせる事象又は状況が存在する場合には、次

に掲げる事項 

①～④ （略） 

⑵  （略） 

①  （略） 

② 土地の再評価に関する法律（平成 10 年法律第 34 号）第３条第３項に規定する再評価の

方法 

③～⑪  （略） 

⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒇  （略） 

(21)  資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(22) （略） 

２・３  （略） 

 

年３月 30 日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税

金資産に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産

の控除金額」欄に記載すること。 

  （新設） 

 

第２     第     期中（     年    月    日現在）中間貸借対照表 

（記載上の注意） 

１  （略） 

⑴ 継続企業の前提（会社計算規則第 131 条に規定する継続企業の前提をいう。以下同じ。）に

重要な疑義を抱かせる事象又は状況が存在する場合には、次に掲げる事項 

 

 ①～④ （略） 

⑵  （略） 

①  （略） 

② 土地の再評価に関する法律第３条第３項に規定する再評価の方法 

 

③～⑪  （略） 

⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項から第３項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒇  （略） 

（新設） 

 

 

 (21) （略） 

２・３  （略） 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号の２ 

 

改正後 現行 

別紙様式第１号の２（第 18 条第１項関係） 

年    月    日から 

第１     第     期中                            中間事業概況書 

年    月    日まで 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 

（略） 

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第 2 項の規定により銀行代理業

者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載す

ること。 
区     分 前 期 末 当中間期末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 

   

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者について記載すること。 

３～５ （略） 

６  自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

                                  （単位：百万円） 

項          目 前期末 
当中間

期末 
項          目 前期末

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 準 備 金      

そ の 他 資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 準 備 金    (Ｄ)   

そ の 他 利 益 剰 余 金      

そ の 他   他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 △ △ 段の意図的な保有相当額   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    負債性資本調達手段及   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  びこれに準ずるもの   

その他有価証券の評価差損 △ △  期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権    限付優先株並びにこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  らに準ずるもの   

別紙様式第１号の２（第 18 条第１項関係） 

年    月    日から 

第１     第     期中                            中間事業概況書 

年    月    日まで 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 

（略） 

 （記載上の注意） 

   銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 
 
 

区     分 前 期 末 当中間期末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 

   

（新設） 

 

３～５ （略） 

６  自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

（新設）  

                                  （単位：百万円） 

項          目 前期末
当中間

期末 
項          目 前期末 

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 準 備 金      

そ の 他 資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 準 備 金    (Ｄ)   

そ の 他 利 益 剰 余 金      

そ の 他   他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 △ △ 段の意図的な保有相当額   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    負債性資本調達手段及   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  びこれに準ずるもの   

その他有価証券の評価差損 △ △  期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権    限付優先株並びにこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  らに準ずるもの   



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号の２ 

改正後 現行 

の れ ん 相 当 額 △ △  短期劣後債務及びこれ   

企業結合により計上される △ △  に準ずるもの   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   非同時決済取引に係る控除   

証券化取引に伴い増加した △ △ 額及び信用リスク削減手法   

自己資本相当額   として用いる保証又はクレ   

内部格付手法採用行におい △ △ ジット・デリバティブの免責   

て、期待損失額が適格引当   額に係る控除額   

金を上回る額の 50％相当   内部格付手法採用行におい   

額   て、期待損失額が適格引当   

繰延税金資産の控除前の   金を上回る額の 50％相当   

〔基本的項目〕計   額   

（上記各項目の合計額）   PD/LGD 方式の適用対象とな   

繰延税金資産の控除金額 △ △ る株式等エクスポージャー   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   の期待損失額   

 償還を行う蓋然性を有   基本的項目からの控除分を   

 する株式等   除く、自己資本控除とされる   

 海外特別目的会社の発   証券化エクスポージャー及   

 行する優先出資証券   び信用補完機能を持つ I/0   

その他有価証券の貸借対照   ストリップス   

表計上額の合計額から帳簿   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

価額の合計額を控除した額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

の 45％相当額      

土地の再評価額と再評価の   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

直前の帳簿価額の差額の      

45％相当額   資産（オン・バランス）項目   

一 般 貸 倒 引 当 金   オフ・バランス取引等項目   

内部格付手法採用行におい   マーケット・リスク相当額を   

て、適格引当金が期待損失   ８％で除して得た額   

額を上回る額   オペレーショナル・リスク相   

負債性資本調達手段等   当額を８％で除して得た額   

 負債性資本調達手段   旧所要自己資本の額に告示   

 期限付劣後債務及び期   に定める率を乗じて得た額   

 限付優先株   が新所要自己資本の額を上   

   回る額に 12.5 を乗じて得た   

   額   

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （ 削 る ）

    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

の れ ん 相 当 額 △ △  短期劣後債務及びこれ   

企業結合により計上される △ △  に準ずるもの   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   （ 新 設 ）   

（ 新 設 ）      

      

（ 新 設 ）      

      

   （ 新 設 ）   

      

繰延税金資産の控除前の      

〔基本的項目〕計      

（上記各項目の合計額）   （ 新 設 ）   

繰延税金資産の控除金額 △ △    

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

 償還を行う蓋然性を有   （ 新 設 ）   

 する株式等      

 海外特別目的会社の発      

 行する優先出資証券      

その他有価証券の貸借対照      

表計上額の合計額から帳簿   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

価額の合計額を控除した額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

の 45％      

土地の再評価額と再評価の   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

直前の帳簿価額の差額の      

45％相当額   資産（オン・バランス）項目   

一 般 貸 倒 引 当 金   オフ・バランス取引項目   

（ 新 設 ）   マーケット・リスク相当額を   

   ８％で除して得た額   

   （ 新 設 ）   

負債性資本調達手段等      

 負債性資本調達手段   （ 新 設 ）   

 期限付劣後債務及び期      

 限付優先株      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （参考）マーケット・リスク   

   相当額   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％ 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号の２ 

改正後 現行 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

〔国内基準に係る単体自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

                                   （単位：百万円） 

項          目 前期末 
当中間 

期末 
項          目 前期末

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目 （ Ｃ ）   

資 本 準 備 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

そ の 他 資 本 剰 余 金   (Ｄ)   

利 益 準 備 金   他の金融機関の資本調達手   

そ の 他 利 益 剰 余 金   段の意図的な保有相当額   

そ の 他    負債性資本調達手段及   

自 己 株 式 △ △ びこれに準ずるもの   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   期限付劣後債務及び期   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 限付優先株並びにこれ   

その他有価証券の評価差損 △ △ らに準ずるもの   

新 株 予 約 権   短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △ に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 非同時決済取引に係る控除   

企業結合により計上される △ △ 額及び信用リスク削減手法   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   として用いる保証又はクレ   

証券化取引に伴い増加した △ △ ジット・デリバティブの免責   

自己資本相当額   額に係る控除額   

内部格付手法採用行におい △ △ 内部格付手法採用行におい   

て、期待損失額が適格引当   て、期待損失額が適格引当   

金を上回る額の 50％相当   金を上回る額の 50％相当   

額   額   

繰延税金資産の控除前の   PD/LGD 方式の適用対象とな   

〔基本的項目〕計   る株式等エクスポージャー   

（上記各項目の合計額）   の期待損失額   

繰延税金資産の控除金額 △ △ 基本的項目からの控除分を   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   除く、自己資本控除とされる   

 償還を行う蓋然性を有   証券化エクスポージャー及   

 する株式等   び信用補完機能を持つ I/0   

土地の再評価額と再評価の   ストリップス   

直前の帳簿価額の差額の   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

45％相当額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％ 

〔国内基準に係る単体自己資本比率〕 

（新設）  

                                   （単位：百万円） 

項          目 前期末
当中間

期末 
項          目 前期末 

当中間 

期末 

資 本 金   （ 新 設 ）   

非累積的永久優先株   （ 新 設 ）   

新 株 式 申 込 証 拠 金   （ 新 設 ）   

資 本 準 備 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ)(Ｃ)   

そ の 他 資 本 剰 余 金      

利 益 準 備 金   他の金融機関の資本調達手   

そ の 他 利 益 剰 余 金   段の意図的な保有相当額   

そ の 他    負債性資本調達手段及   

自 己 株 式 △ △  びこれに準ずるもの   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    期限付劣後債務及び期   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  限付優先株並びにこれ   

その他有価証券の評価差損 △ △  らに準ずるもの   

新 株 予 約 権    （ 新 設 ）   

営 業 権 相 当 額 △ △     

の れ ん 相 当 額 △ △ （ 新 設 ）   

企業結合により計上される △ △    

無 形 固 定 資 産 相 当 額      

（ 新 設 ）      

      

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

      

      

繰延税金資産の控除前の   （ 新 設 ）   

〔基本的項目〕計      

（上記各項目の合計額）      

繰延税金資産の控除金額 △ △ （ 新 設 ）   

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

 償還を行う蓋然性を有      

 する株式等      

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

45％相当額   控  除  項  目  計 ( Ｄ )   



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号の２ 

改正後 現行 

一 般 貸 倒 引 当 金      

内部格付手法採用行におい   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

て、適格引当金が期待損失    

額を上回る額   資産（オン・バランス）項目

負債性資本調達手段等   オフ・バランス取引等項目  

 負債性資本調達手段   マーケット・リスク相当額を

 期限付劣後債務及び期   ８％で除して得た額 

 限付優先株   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 25.0 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計（Ｇ）

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

（記載上の注意） 

１ 本表には、銀行法第 14 条の２に規定する銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算

出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕、海外営業拠点を有し

ない銀行は〔国内基準に係る単体自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「単体自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ⑽に規定する単体自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５ 「企業結合により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた

評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６ 「その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」

欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７ 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 19 年３月金融庁告示第 18 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基本

的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそれ

ぞれ記載すること。また、繰延税金資産に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄外に

記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平成

18 年３月 31日から平成 19 年３月 30日までの間は 40％、平成 19 年３月 31 日から平成 20 年３

月 30 日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資

一 般 貸 倒 引 当 金      

（ 新 設 ）   自己資本額(Ｃ－Ｄ)(Ｅ)   

      

   資産（オン・バランス）項目   

負債性資本調達手段等   オフ・バランス取引項目   

 負債性資本調達手段   （ 新 設 ）   

 期限付劣後債務及び期      

 限付優先株   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計（Ｆ）   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｆ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｅ／Ｆ) ％ ％ 

（記載上の注意） 

１ 本表には、銀行法第 14 条の２に規定する銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算

出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 、海外営業拠点を有

しない銀行は〔国内基準に係る単体自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「単体自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ⑽に規定する単体自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後の

金額を記載すること。 

５ 「企業結合により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた評

価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６ 「その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」欄

は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７ 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載するこ

と。 

８ 平成17年12月金融庁告示第76号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基本的

項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそれぞ

れ記載すること。また、繰延税金資産に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄外に記載

すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平成

18年３月31日から平成19年３月30日までの間は40％、平成19年３月31日から平成20年３月30日ま

での間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資産に相当す



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第１号の２ 

改正後 現行 

産に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の控

除金額」欄に記載すること。 

９  「信用リスク・アセット算出手法」欄は、標準的手法、基礎的内部格付手法又は先進的内部

格付手法のいずれかを記載すること。 

第２    第     期中（     年    月    日現在）中間貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒇  （略） 

 (21)  資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(22) （略） 

２・３ （略） 

 

る額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の控除金額」欄に

記載すること。 

  （新設） 

 

  第２    第     期中（     年    月    日現在）中間貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項から第３項までに

規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒇  （略） 

（新設） 

 

 

 (21) （略） 

２・３ （略） 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第２号 

 

改正後 現行 

別紙様式第２号(第 18 条第１項関係) 

年    月    日から 

第１                               中間事業概況書 

年    月    日まで 

 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 
  （略） 
 （記載上の注意） 
   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第 2 項の規定により銀行代理業

者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載す

ること。 
区 分 前 期 末 当 中 間 期 末 増  減（△） 
銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 
   

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者について記載すること。 

３・４ （略） 

第２    年    月    日現在中間貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒁ （略） 

⒂  資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒃ （略） 

２・３ （略） 

 

別紙様式第２号(第 18 条第１項関係) 

年    月    日から 

第１                               中間事業概況書 

年    月    日まで 

 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 
  （略） 
 （記載上の注意） 
   銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 
 
 

区 分 前 期 末 当 中 間 期 末 増   減 （ △ ） 
銀 行 代 理 業 者    
銀行代理業を営む営業

所又は事務所 
   

 （新設） 

 

３・４ （略） 

第２    年    月    日現在中間貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項から第３項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒁ （略） 

（新設） 

 

 

⒂ （略） 

２・３ （略） 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第２号の２ 

 

改正後 現行 

別紙様式第２号の２(第 18 条第１項関係) 

年    月    日から 

第１                               中間事業概況書 

年    月    日まで 

 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 
  （略） 
 （記載上の注意） 
   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第 2 項の規定により銀行代理業

者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載す

ること。 
区 分 前 期 末 当 中 間 期 末 増   減 （ △ ）

銀 行 代 理 業 者    
 銀行代理業を営む営業 

所又は事務所 
   

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者について記載すること。 

３・４ （略） 

第２       年    月    日現在中間貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒁ （略） 

⒂  資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒃ （略） 

２・３ （略） 

 

別紙様式第２号の２(第 18 条第１項関係) 

年    月    日から 

第１                               中間事業概況書 

年    月    日まで 

 

１ （略） 
２ 営業所等の増減 
  （略） 
 （記載上の注意） 
   銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 
 
 

区 分 前 期 末 当 中 間 期 末 増   減 （ △ ） 
銀 行 代 理 業 者    
銀行代理業を営む営業 
所又は事務所 

   

 （新設） 

 

３・４ （略） 

第２       年    月    日現在中間貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項から第３項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒁ （略） 

（新設） 

 

 

⒂ （略） 

２・３ （略） 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号 

 

改正後 現行 

別紙様式第３号（第 18 条第２項関係） 

年    月    日から 

第１     第     期                                事業概況書 

年    月    日まで 

 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 

（略） 

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第 2 項の規定により銀行代理業

者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載す

ること。 
区     分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 

   

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者について記載すること。 

３～12 （略） 

13  自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

                                  （単位：百万円） 

項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 準 備 金      

そ の 他 資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 準 備 金   (Ｄ)   

そ の 他 利 益 剰 余 金      

そ の 他   他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 △ △ 段の意図的な保有相当額   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    負債性資本調達手段及   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  びこれに準ずるもの   

その他有価証券の評価差損 △ △  期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権    限付優先株並びにこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  らに準ずるもの   

別紙様式第３号（第 18 条第２項関係） 

年    月    日から 

第１     第     期                                事業概況書 

年    月    日まで 

 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 

（略） 

 （記載上の注意） 

   銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 
 

 

区     分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 

   

（新設） 

 

３～12 （略） 

13  自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

（新設）  

                                  （単位：百万円） 

項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 準 備 金      

そ の 他 資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 準 備 金    (Ｄ)   

そ の 他 利 益 剰 余 金      

そ の 他   他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 △ △ 段の意図的な保有相当額   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    負債性資本調達手段及   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  びこれに準ずるもの   

その他有価証券の評価差損 △ △  期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権    限付優先株並びにこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  らに準ずるもの   



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号 

改正後 現行 

の れ ん 相 当 額 △ △  短期劣後債務及びこれ   

企業結合により計上される △ △  に準ずるもの   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   非同時決済取引に係る控除   

証券化取引に伴い増加した △ △ 額及び信用リスク削減手法   

自己資本相当額   として用いる保証又はクレ   

内部格付手法採用行におい △ △ ジット・デリバティブの免責   

て、期待損失額が適格引当   額に係る控除額   

金を上回る額の 50％相当   内部格付手法採用行におい   

額   て、期待損失額が適格引当   

繰延税金資産の控除前の   金を上回る額の 50％相当   

〔基本的項目〕計   額   

（上記各項目の合計額）   PD/LGD 方式の適用対象とな   

繰延税金資産の控除金額 △ △ る株式等エクスポージャー   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   の期待損失額   

 償還を行う蓋然性を有   基本的項目からの控除分を   

 する株式等   除く、自己資本控除とされる   

 海外特別目的会社の発   証券化エクスポージャー及   

 行する優先出資証券   び信用補完機能を持つ I/0   

その他有価証券の貸借対照   ストリップス   

表計上額の合計額から帳簿   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

価額の合計額を控除した額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

の 45％相当額      

土地の再評価額と再評価の   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

直前の帳簿価額の差額の      

45％相当額   資産（オン・バランス）項目   

一 般 貸 倒 引 当 金   オフ・バランス取引等項目   

内部格付手法採用行におい   マーケット・リスク相当額を   

て、適格引当金が期待損失   ８％で除して得た額   

額を上回る額   オペレーショナル・リスク相   

負債性資本調達手段等   当額を８％で除して得た額   

 負債性資本調達手段   旧所要自己資本の額に告示   

 期限付劣後債務及び期   に定める率を乗じて得た額   

 限付優先株   が新所要自己資本の額を上   

   回る額に 12.5 を乗じて得た   

   額   

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （ 削 る ）

    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

の れ ん 相 当 額 △ △  短期劣後債務及びこれ   

企業結合により計上される △ △  に準ずるもの   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   （ 新 設 ）   

（ 新 設 ）      

      

（ 新 設 ）      

      

   （ 新 設 ）   

      

繰延税金資産の控除前の      

〔基本的項目〕計      

（上記各項目の合計額）   （ 新 設 ）   

繰延税金資産の控除金額 △ △    

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

 償還を行う蓋然性を有   （ 新 設 ）   

 する株式等      

 海外特別目的会社の発      

 行する優先出資証券      

その他有価証券の貸借対照      

表計上額の合計額から帳簿   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

価額の合計額を控除した額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

の 45％      

土地の再評価額と再評価の   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

直前の帳簿価額の差額の      

45％相当額   資産（オン・バランス）項目   

一 般 貸 倒 引 当 金   オフ・バランス取引項目   

（ 新 設 ）   マーケット・リスク相当額を   

   ８％で除して得た額   

   （ 新 設 ）   

負債性資本調達手段等      

 負債性資本調達手段   （ 新 設 ）   

 期限付劣後債務及び期      

 限付優先株      

      

      

   リスク・アセット等計（Ｇ）   

   （参考）マーケット・リスク   

   相当額   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％ 
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補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

〔国内基準に係る単体自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

                                   （単位：百万円） 

項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目 （ Ｃ ）   

資 本 準 備 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

そ の 他 資 本 剰 余 金   (Ｄ)   

利 益 準 備 金   他の金融機関の資本調達手   

そ の 他 利 益 剰 余 金   段の意図的な保有相当額   

そ の 他    負債性資本調達手段及   

自 己 株 式 △ △ びこれに準ずるもの   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   期限付劣後債務及び期   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 限付優先株並びにこれ   

その他有価証券の評価差損 △ △ らに準ずるもの   

新 株 予 約 権   短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △ に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 非同時決済取引に係る控除   

企業結合により計上される △ △ 額及び信用リスク削減手法   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   として用いる保証又はクレ   

証券化取引に伴い増加した △ △ ジット・デリバティブの免責   

自己資本相当額   額に係る控除額   

内部格付手法採用行におい △ △ 内部格付手法採用行におい   

て、期待損失額が適格引当   て、期待損失額が適格引当   

金を上回る額の 50％相当   金を上回る額の 50％相当   

額   額   

繰延税金資産の控除前の   PD/LGD 方式の適用対象とな   

〔基本的項目〕計（上記各   る株式等エクスポージャー   

項目の合計額）   の期待損失額   

繰延税金資産の控除金額 △ △ 基本的項目からの控除分を   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   除く、自己資本控除とされる   

 償還を行う蓋然性を有   証券化エクスポージャー及   

 する株式等   び信用補完機能を持つ I/0   

土地の再評価額と再評価の   ストリップス   

直前の帳簿価額の差額の   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

45％相当額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

一 般 貸 倒 引 当 金      

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％ 

〔国内基準に係る単体自己資本比率〕 

（新設）  

                                   （単位：百万円） 

項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   （ 新 設 ）   

非累積的永久優先株   （ 新 設 ）   

新 株 式 申 込 証 拠 金   （ 新 設 ）   

資 本 準 備 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ)(Ｃ)   

そ の 他 資 本 剰 余 金      

利 益 準 備 金   他の金融機関の資本調達手   

そ の 他 利 益 剰 余 金   段の意図的な保有相当額   

そ の 他    負債性資本調達手段及   

自 己 株 式 △ △  びこれに準ずるもの   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    期限付劣後債務及び期   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  限付優先株並びにこれ   

その他有価証券の評価差損 △ △  らに準ずるもの   

新 株 予 約 権    （ 新 設 ）   

営 業 権 相 当 額 △ △     

の れ ん 相 当 額 △ △ （ 新 設 ）   

企業結合により計上される △ △    

無 形 固 定 資 産 相 当 額      

（ 新 設 ）      

      

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

      

      

繰延税金資産の控除前の   （ 新 設 ）   

〔基本的項目〕計（上記各      

項目の合計額）      

繰延税金資産の控除金額 △ △ （ 新 設 ）   

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有      

 する株式等      

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

45％相当額   控  除  項  目  計 ( Ｄ )   

一 般 貸 倒 引 当 金      



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号 

改正後 現行 

内部格付手法採用行におい   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

て、適格引当金が期待損失    

額を上回る額   資産（オン・バランス）項目

負債性資本調達手段等   オフ・バランス取引等項目  

 負債性資本調達手段   マーケット・リスク相当額を

 期限付劣後債務及び期   ８％で除して得た額 

 限付優先株   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 25.0 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計（Ｇ）

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

（記載上の注意） 

１ 本表には、銀行法第 14 条の２に規定する銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算

出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕、海外営業拠点を有 

しない銀行は〔国内基準に係る単体自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「単体自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ⑽に規定する単体自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５ 「企業結合により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた

評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６ 「その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」

欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７ 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 19 年３月金融庁告示第 18 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基

本的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそ

れぞれ記載すること。また、繰延税金資産に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄外

に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平

成 18 年３月 31 日から平成 19 年３月 30 日までの間は 40％、平成 19 年３月 31 日から平成 20 

年３月 30 日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税

金資産に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産

（ 新 設 ）   自己資本額(Ｃ－Ｄ)(Ｅ)   

      

   資産（オン・バランス）項目   

負債性資本調達手段等   オフ・バランス取引項目   

負債性資本調達手段   （ 新 設 ）   

期限付劣後債務及び期      

 限付優先株   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計（Ｆ）   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｆ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｅ／Ｆ) ％ ％ 

（記載上の注意） 

１ 本表には、銀行法第 14条の２に規定する銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき

算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕、海外営業拠点を有 

しない銀行は〔国内基準に係る単体自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「単体自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ⑽に規定する単体自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５ 「企業結合により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた

評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６ 「その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」

欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７ 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 17 年 12 月金融庁告示第 76 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基本的

項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそれぞ

れ記載すること。また、繰延税金資産に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄外に記 

載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平 

成 18 年 3 月 31 日から平成 19 年 3月 30 日までの間は 40％、平成 19年 3月 31 日から平成 20 年 3月 30 

日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資産に 

相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の控除金 
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の控除金額」欄に記載すること。 

９  「信用リスク・アセット算出手法」欄は、標準的手法、基礎的内部格付手法又は先進的内部

格付手法のいずれかを記載すること。 

第２    第  期末（    年    月    日現在）貸借対照表 

（単位：百万円）

科        目 金   額 科        目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

現 金  当 座 預 金  

預 け 金  普 通 預 金  

コ ー ル ロ ー ン  貯 蓄 預 金  

買 現 先 勘 定  通 知 預 金  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  定 期 預 金  

買 入 手 形  定 期 積 金  

買 入 金 銭 債 権  そ の 他 の 預 金  

商 品 有 価 証 券  譲 渡 性 預 金  

商 品 国 債  コ ー ル マ ネ ー  

商 品 地 方 債  売 現 先 勘 定  

商 品 政 府 保 証 債  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券  売 渡 手 形  

金 銭 の 信 託  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

有 価 証 券  借 用 金  

国 債  再 割 引 手 形  

地 方 債  借 入 金  

短 期 社 債  外 国 為 替  

社 債  外 国 他 店 預 り  

株 式  外 国 他 店 借  

そ の 他 の 証 券  売 渡 外 国 為 替  

貸 出 金  未 払 外 国 為 替  

割 引 手 形  短 期 社 債  

手 形 貸 付  社 債  

証 書 貸 付  新 株 予 約 権 付 社 債  

当 座 貸 越  そ の 他 負 債  

外 国 為 替  未 決 済 為 替 借  

外 国 他 店 預 け  未 払 法 人 税 等  

外 国 他 店 貸  未 払 費 用  

買 入 外 国 為 替  前 受 収 益  

取 立 外 国 為 替  従 業 員 預 り 金  

そ の 他 資 産  給 付 補 て ん 備 金  

未 決 済 為 替 貸  先 物 取 引 受 入 証 拠 金  

額」欄に記載すること。 

  （新設） 

 

第２    第  期末（    年    月    日現在）貸借対照表 

（単位：百万円） 

科        目 金   額 科        目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

現 金  当 座 預 金  

預 け 金  普 通 預 金  

コ ー ル ロ ー ン  貯 蓄 預 金  

買 現 先 勘 定  通 知 預 金  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  定 期 預 金  

買 入 手 形  定 期 積 金  

買 入 金 銭 債 権  そ の 他 の 預 金  

商 品 有 価 証 券  譲 渡 性 預 金  

商 品 国 債  コ ー ル マ ネ ー  

商 品 地 方 債  売 現 先 勘 定  

商 品 政 府 保 証 債  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券  売 渡 手 形  

金 銭 の 信 託  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

有 価 証 券  借 用 金  

国 債  再 割 引 手 形  

地 方 債  借 入 金  

短 期 社 債  外 国 為 替  

社 債  外 国 他 店 預 り  

株 式  外 国 他 店 借  

そ の 他 の 証 券  売 渡 外 国 為 替  

貸 出 金  未 払 外 国 為 替  

割 引 手 形  短 期 社 債  

手 形 貸 付  社 債  

証 書 貸 付  新 株 予 約 権 付 社 債  

当 座 貸 越  そ の 他 負 債  

外 国 為 替  未 決 済 為 替 借  

外 国 他 店 預 け  未 払 法 人 税 等  

外 国 他 店 貸  未 払 費 用  

買 入 外 国 為 替  前 受 収 益  

取 立 外 国 為 替  従 業 員 預 り 金  

そ の 他 資 産  給 付 補 て ん 備 金  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号 

改正後 現行 

前 払 費 用  先 物 取 引 差 金 勘 定  

未 収 収 益  借 入 商 品 債 券  

先 物 取 引 差 入 証 拠 金  借 入 有 価 証 券  

先 物 取 引 差 金 勘 定  売 付 商 品 債 券  

保 管 有 価 証 券 等  売 付 債 券  

金 融 派 生 商 品  金 融 派 生 商 品  

（ 削 る ）  そ の 他 の 負 債  

社 債 発 行 費  賞 与 引 当 金  

そ の 他 の 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

有 形 固 定 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

建 物  特 別 法 上 の 引 当 金  

土 地  金 融 先物 取 引 責任 準 備 金  

建 設 仮 勘 定  証 券 取 引 責 任 準 備 金  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  繰 延 税 金 負 債  

無 形 固 定 資 産  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

ソ フ ト ウ ェ ア  負 の の れ ん  

の れ ん  支 払 承 諾  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  負債の部合計  

繰 延 税 金 資 産  （純 資 産 の 部）  

再評価に係る繰延税金資産  資 本 金  

支 払 承 諾 見 返  新 株 式 申 込 証 拠 金  

貸 倒 引 当 金 △ 資 本 剰 余 金  

  資 本 準 備 金  

  そ の 他 資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  利 益 準 備 金  

  そ の 他 利 益 剰 余 金  

  ○  ○  積  立  金  

  繰 越 利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

未 決 済 為 替 貸  先 物 取 引 受 入 証 拠 金  

前 払 費 用  先 物 取 引 差 金 勘 定  

未 収 収 益  借 入 商 品 債 券  

先 物 取 引 差 入 証 拠 金  借 入 有 価 証 券  

先 物 取 引 差 金 勘 定  売 付 商 品 債 券  

保 管 有 価 証 券 等  売 付 債 券  

金 融 派 生 商 品  金 融 派 生 商 品  

社 債 発 行 差 金  そ の 他 の 負 債  

社 債 発 行 費  賞 与 引 当 金  

そ の 他 の 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

有 形 固 定 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

建 物  特 別 法 上 の 引 当 金  

土 地  金 融 先物 取 引 責 任準 備 金  

建 設 仮 勘 定  証 券 取 引 責 任 準 備 金  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  繰 延 税 金 負 債  

無 形 固 定 資 産  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

ソ フ ト ウ ェ ア  負 の の れ ん  

の れ ん  支 払 承 諾  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  負債の部合計  

繰 延 税 金 資 産  （純 資 産 の 部）  

再評価に係る繰延税金資産  資 本 金  

支 払 承 諾 見 返  新 株 式 申 込 証 拠 金  

貸 倒 引 当 金 △ 資 本 剰 余 金  

  資 本 準 備 金  

  そ の 他 資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  利 益 準 備 金  

  そ の 他 利 益 剰 余 金  

  ○  ○  積  立  金  

  繰 越 利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号 

改正後 現行 

１ （略） 

⑴～(2５) （略） 

 (2６)  資産の部の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条第３項に規定

する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(27) （略） 

２～５ （略） 

 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～(2５) （略） 

（新設） 

 

(2６) （略） 

２～５ （略） 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号の２ 

 

改正後 現行 

別紙様式第３号の２（第 18 条第２項関係）                         （日本工業規格Ａ４） 

年    月    日から 

第１     第     期                                事業概況書 

年    月    日まで 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 

（略） 

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第 2 項の規定により銀行代理業

者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載す

ること。 
区     分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業 
所又は事務所 

   

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者について記載すること。 

３～13 （略） 

14  自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

                                    （単位：百万円）

項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 準 備 金      

そ の 他 資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 準 備 金   (Ｄ)   

そ の 他 利 益 剰 余 金      

そ の 他   他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 △ △ 段の意図的な保有相当額   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    負債性資本調達手段及   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  びこれに準ずるもの   

その他有価証券の評価差損 △ △  期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権    限付優先株並びにこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  らに準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △  短期劣後債務及びこれ   

別紙様式第３号の２（第 18 条第２項関係）                         （日本工業規格Ａ４） 

年    月    日から 

第１     第     期                                事業概況書 

年    月    日まで 

１ （略） 

２ 営業所等の増減 

（略） 

 （記載上の注意） 

   銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 
 
 

区     分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    

 銀行代理業を営む営業 
所又は事務所 

   

（新設） 

 

３～13 （略） 

14  自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

（新設）  

                                  （単位：百万円） 

項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 準 備 金      

そ の 他 資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 準 備 金    (Ｄ)   

そ の 他 利 益 剰 余 金      

そ の 他   他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 △ △ 段の意図的な保有相当額   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    負債性資本調達手段及   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  びこれに準ずるもの   

その他有価証券の評価差損 △ △  期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権    限付優先株並びにこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  らに準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △  短期劣後債務及びこれ   



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号の２ 

改正後 現行 

企業結合により計上される △ △  に準ずるもの   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   非同時決済取引に係る控除   

証券化取引に伴い増加した △ △ 額及び信用リスク削減手法   

自己資本相当額   として用いる保証又はクレ   

内部格付手法採用行におい △ △ ジット・デリバティブの免責   

て、期待損失額が適格引当   額に係る控除額   

金を上回る額の 50％相当   内部格付手法採用行におい   

額   て、期待損失額が適格引当   

繰延税金資産の控除前の   金を上回る額の 50％相当   

〔基本的項目〕計（上記各   額   

項目の合計額）   PD/LGD 方式の適用対象とな   

繰延税金資産の控除金額 △ △ る株式等エクスポージャー   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   の期待損失額   

 償還を行う蓋然性を有   基本的項目からの控除分を   

 する株式等   除く、自己資本控除とされる   

 海外特別目的会社の発   証券化エクスポージャー及   

 行する優先出資証券   び信用補完機能を持つ I/0   

その他有価証券の貸借対照   ストリップス   

表計上額の合計額から帳簿   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

価額の合計額を控除した額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

の 45％相当額      

土地の再評価額と再評価の   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

直前の帳簿価額の差額の      

45％相当額   資産（オン・バランス）項目   

一 般 貸 倒 引 当 金   オフ・バランス取引等項目   

内部格付手法採用行におい   マーケット・リスク相当額を   

て、適格引当金が期待損失   ８％で除して得た額   

額を上回る額   オペレーショナル・リスク相   

負債性資本調達手段等   当額を８％で除して得た額   

 負債性資本調達手段   旧所要自己資本の額に告示   

 期限付劣後債務及び期   に定める率を乗じて得た額   

 限付優先株   が新所要自己資本の額を上   

   回る額に 12.5 を乗じて得た   

   額   

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （ 削 る ）

    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

企業結合により計上される △ △  に準ずるもの   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   （ 新 設 ）   

（ 新 設 ）      

      

（ 新 設 ）      

      

   （ 新 設 ）   

      

繰延税金資産の控除前の      

〔基本的項目〕計（上記各      

項目の合計額）   （ 新 設 ）   

繰延税金資産の控除金額 △ △    

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

 償還を行う蓋然性を有   （ 新 設 ）   

 する株式等      

 海外特別目的会社の発      

 行する優先出資証券      

その他有価証券の貸借対照      

表計上額の合計額から帳簿   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

価額の合計額を控除した額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

の 45％      

土地の再評価額と再評価の   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

直前の帳簿価額の差額の      

45％相当額   資産（オン・バランス）項目   

一 般 貸 倒 引 当 金   オフ・バランス取引項目   

（ 新 設 ）   マーケット・リスク相当額を   

   ８％で除して得た額   

   （ 新 設 ）   

負債性資本調達手段等      

 負債性資本調達手段   （ 新 設 ）   

 期限付劣後債務及び期      

 限付優先株      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （参考）マーケット・リスク   

   相当額   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％ 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号の２ 

改正後 現行 

〔国内基準に係る単体自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

                                   （単位：百万円） 

項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目 （ Ｃ ）   

資 本 準 備 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

そ の 他 資 本 剰 余 金   (Ｄ)   

利 益 準 備 金   他の金融機関の資本調達手   

そ の 他 利 益 剰 余 金   段の意図的な保有相当額   

そ の 他    負債性資本調達手段及   

自 己 株 式 △ △ びこれに準ずるもの   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   期限付劣後債務及び期   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 限付優先株並びにこれ   

その他有価証券の評価差損 △ △ らに準ずるもの   

新 株 予 約 権   短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △ に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 非同時決済取引に係る控除   

企業結合により計上される △ △ 額及び信用リスク削減手法   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   として用いる保証又はクレ   

証券化取引に伴い増加した △ △ ジット・デリバティブの免責   

自己資本相当額   額に係る控除額   

内部格付手法採用行におい △ △ 内部格付手法採用行におい   

て、期待損失額が適格引当   て、期待損失額が適格引当   

金を上回る額の 50％相当   金を上回る額の 50％相当   

額   額   

繰延税金資産の控除前の   PD/LGD 方式の適用対象とな   

〔基本的項目〕計（上記各   る株式等エクスポージャー   

項目の合計額）   の期待損失額   

繰延税金資産の控除金額 △ △ 基本的項目からの控除分を   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   除く、自己資本控除とされる   

 償還を行う蓋然性を有   証券化エクスポージャー及   

 する株式等   び信用補完機能を持つ I/0   

土地の再評価額と再評価の   ストリップス   

直前の帳簿価額の差額の   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

45％相当額   控  除  項  目  計 ( Ｅ )   

一 般 貸 倒 引 当 金      

内部格付手法採用行におい   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

〔国内基準に係る単体自己資本比率〕 

（新設）  

                                   （単位：百万円） 

項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   （ 新 設 ）   

非累積的永久優先株   （ 新 設 ）   

新 株 式 申 込 証 拠 金   （ 新 設 ）   

資 本 準 備 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ)(Ｃ)   

そ の 他 資 本 剰 余 金      

利 益 準 備 金   他の金融機関の資本調達手   

そ の 他 利 益 剰 余 金   段の意図的な保有相当額   

そ の 他    負債性資本調達手段及   

自 己 株 式 △ △  びこれに準ずるもの   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金    期限付劣後債務及び期   

社 外 流 出 予 定 額 △ △  限付優先株並びにこれ   

その他有価証券の評価差損 △ △  らに準ずるもの   

新 株 予 約 権    （ 新 設 ）   

営 業 権 相 当 額 △ △     

の れ ん 相 当 額 △ △ （ 新 設 ）   

企業結合により計上される △ △    

無 形 固 定 資 産 相 当 額      

（ 新 設 ）      

      

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

      

      

繰延税金資産の控除前の   （ 新 設 ）   

〔基本的項目〕計（上記各      

項目の合計額）      

繰延税金資産の控除金額 △ △ （ 新 設 ）   

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

 償還を行う蓋然性を有      

 する株式等      

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

45％相当額   控  除  項  目  計 ( Ｄ )   

一 般 貸 倒 引 当 金      

（ 新 設 ）   自己資本額(Ｃ－Ｄ)(Ｅ)   
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て、適格引当金が期待損失    

額を上回る額   資産（オン・バランス）項目

負債性資本調達手段等   オフ・バランス取引等項目  

 負債性資本調達手段   マーケット・リスク相当額を

 期限付劣後債務及び期   ８％で除して得た額 

 限付優先株   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 25.0 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計（Ｇ）

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

（記載上の注意） 

１ 本表には、銀行法第 14 条の２に規定する銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算

出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕、海外営業拠点を有し

ない銀行は〔国内基準に係る単体自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「単体自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ⑽に規定する単体自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５ 「企業結合により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた

評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６ 「その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」

欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７ 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 19 年３月金融庁告示第 18 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基

本的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそ

れぞれ記載すること。また、繰延税金資産に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄外

に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平

成 18 年３月 31 日から平成 19 年３月 30 日までの間は 40％、平成 19 年３月 31 日から平成 20 

年３月 30 日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税

金資産に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産

の控除金額」欄に記載すること。 

      

   資産（オン・バランス）項目   

負債性資本調達手段等   オフ・バランス取引項目   

 負債性資本調達手段   （ 新 設 ）   

 期限付劣後債務及び期      

 限付優先株   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計（Ｆ）   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｆ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｅ／Ｆ) ％ ％ 

（記載上の注意） 

１ 本表には、銀行法第 14条の２に規定する銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき

算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 、海外営業拠点を有

しない銀行は〔国内基準に係る単体自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「単体自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ⑽に規定する単体自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５ 「企業結合により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた

評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６ 「その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」

欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７ 単体自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 17 年 12 月金融庁告示第 76 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基本的

項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそれぞ

れ記載すること。また、繰延税金資産に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄外に記 

載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平 

成 18 年 3 月 31 日から平成 19 年 3月 30 日までの間は 40％、平成 19年 3月 31 日から平成 20 年 3月 30 

日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資産に 

相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の控除金 

額」欄に記載すること。 
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９  「信用リスク・アセット算出手法」欄は、標準的手法、基礎的内部格付手法又は先進的内部

格付手法のいずれかを記載すること。 

第２     第     期末（     年    月    日現在）貸借対照表 

（単位：百万円） 

科        目 金   額 科        目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

現 金  当 座 預 金  

預 け 金  普 通 預 金  

コ ー ル ロ ー ン  貯 蓄 預 金  

買 現 先 勘 定  通 知 預 金  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  定 期 預 金  

買 入 手 形  定 期 積 金  

買 入 金 銭 債 権  そ の 他 の 預 金  

特 定 取 引 資 産  譲 渡 性 預 金  

商 品 有 価 証 券  コ ー ル マ ネ ー  

商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  売 現 先 勘 定  

特 定 取 引 有 価 証 券  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特定取引有価証券派生商品  売 渡 手 形  

特 定 金 融 派 生 商 品  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

そ の 他 の 特 定 取 引 資 産  特 定 取 引 負 債  

金 銭 の 信 託  売 付 商 品 債 券  

有 価 証 券  商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  

国 債  特 定 取 引 売 付 債 券  

地 方 債  特定取引有価証券派生商品  

短 期 社 債  特 定 金 融 派 生 商 品  

社 債  そ の 他 の 特 定 取 引 負 債  

株 式  借 用 金  

そ の 他 の 証 券  再 割 引 手 形  

貸 出 金  借 入 金  

割 引 手 形  外 国 為 替  

手 形 貸 付  外 国 他 店 預 り  

証 書 貸 付  外 国 他 店 借  

当 座 貸 越  売 渡 外 国 為 替  

外 国 為 替  未 払 外 国 為 替  

外 国 他 店 預 け  短 期 社 債  

外 国 他 店 貸  社 債  

買 入 外 国 為 替  新 株 予 約 権 付 社 債  

取 立 外 国 為 替  そ の 他 負 債  

（新設） 

 

第２     第     期末（     年    月    日現在）貸借対照表 

（単位：百万円） 

科        目 金   額 科        目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

現 金  当 座 預 金  

預 け 金  普 通 預 金  

コ ー ル ロ ー ン  貯 蓄 預 金  

買 現 先 勘 定  通 知 預 金  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  定 期 預 金  

買 入 手 形  定 期 積 金  

買 入 金 銭 債 権  そ の 他 の 預 金  

特 定 取 引 資 産  譲 渡 性 預 金  

商 品 有 価 証 券  コ ー ル マ ネ ー  

商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  売 現 先 勘 定  

特 定 取 引 有 価 証 券  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特定取引有価証券派生商品  売 渡 手 形  

特 定 金 融 派 生 商 品  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

そ の 他 の 特 定 取 引 資 産  特 定 取 引 負 債  

金 銭 の 信 託  売 付 商 品 債 券  

有 価 証 券  商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  

国 債  特 定 取 引 売 付 債 券  

地 方 債  特定取引有価証券派生商品  

短 期 社 債  特 定 金 融 派 生 商 品  

社 債  そ の 他 の 特 定 取 引 負 債  

株 式  借 用 金  

そ の 他 の 証 券  再 割 引 手 形  

貸 出 金  借 入 金  

割 引 手 形  外 国 為 替  

手 形 貸 付  外 国 他 店 預 り  

証 書 貸 付  外 国 他 店 借  

当 座 貸 越  売 渡 外 国 為 替  

外 国 為 替  未 払 外 国 為 替  

外 国 他 店 預 け  短 期 社 債  

外 国 他 店 貸  社 債  

買 入 外 国 為 替  新 株 予 約 権 付 社 債  

取 立 外 国 為 替  そ の 他 負 債  
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そ の 他 資 産  未 決 済 為 替 借  

未 決 済 為 替 貸  未 払 法 人 税 等  

前 払 費 用  未 払 費 用  

未 収 収 益  前 受 収 益  

先 物 取 引 差 入 証 拠 金  従 業 員 預 り 金  

先 物 取 引 差 金 勘 定  給 付 補 て ん 備 金  

保 管 有 価 証 券 等  先 物 取 引 受 入 証 拠 金  

金 融 派 生 商 品  先 物 取 引 差 金 勘 定  

（ 削 る ）  借 入 商 品 債 券  

社 債 発 行 費  借 入 特 定 取 引 有 価 証 券  

そ の 他 の 資 産  借 入 有 価 証 券  

有 形 固 定 資 産  売 付 債 券  

建 物  金 融 派 生 商 品  

土 地  そ の 他 の 負 債  

建 設 仮 勘 定  賞 与 引 当 金  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

無 形 固 定 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

ソ フ ト ウ ェ ア  特 別 法 上 の 引 当 金  

の れ ん  金融先物取引責任準備金  

そ の 他の 無 形 固 定資 産  証 券 取 引 責 任 準 備 金  

繰 延 税 金 資 産  繰 延 税 金 負 債  

再評価に係る繰延税金資産  再評価に係る繰延税金負債  

支 払 承 諾 見 返  負 の の れ ん  

貸 倒 引 当 金 △ 支 払 承 諾  

  負 債 の 部 合 計  

  （純 資 産 の 部）  

  資 本 金  

  新 株 式 申 込 証 拠 金  

  資 本 剰 余 金  

  資 本 準 備 金  

  そ の 他 資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  利 益 準 備 金  

  そ の 他 利 益 剰 余 金  

  ○  ○  積  立  金  

  繰 越 利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  その他有価証券評価差額金  

そ の 他 資 産  未 決 済 為 替 借  

未 決 済 為 替 貸  未 払 法 人 税 等  

前 払 費 用  未 払 費 用  

未 収 収 益  前 受 収 益  

先 物 取 引 差 入 証 拠 金  従 業 員 預 り 金  

先 物 取 引 差 金 勘 定  給 付 補 て ん 備 金  

保 管 有 価 証 券 等  先 物 取 引 受 入 証 拠 金  

金 融 派 生 商 品  先 物 取 引 差 金 勘 定  

社 債 発 行 差 金  借 入 商 品 債 券  

社 債 発 行 費  借 入 特 定 取 引 有 価 証 券  

そ の 他 の 資 産  借 入 有 価 証 券  

有 形 固 定 資 産  売 付 債 券  

建 物  金 融 派 生 商 品  

土 地  そ の 他 の 負 債  

建 設 仮 勘 定  賞 与 引 当 金  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

無 形 固 定 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

ソ フ ト ウ ェ ア  特 別 法 上 の 引 当 金  

の れ ん  金融先物取引責任準備金  

そ の 他 の無 形 固定 資 産  証 券 取 引 責 任 準 備 金  

繰 延 税 金 資 産  繰 延 税 金 負 債  

再評価に係る繰延税金資産  再評価に係る繰延税金負債  

支 払 承 諾 見 返  負 の の れ ん  

貸 倒 引 当 金 △ 支 払 承 諾  

  負 債 の 部 合 計  

  （純 資 産 の 部）  

  資 本 金  

  新 株 式 申 込 証 拠 金  

  資 本 剰 余 金  

  資 本 準 備 金  

  そ の 他 資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  利 益 準 備 金  

  そ の 他 利 益 剰 余 金  

  ○  ○  積  立  金  

  繰 越 利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  その他有価証券評価差額金  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第３号の２ 

改正後 現行 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～(2５) （略） 

 (2６)  資産の部の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条第３項に規定

する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(27) （略） 

  ２～５（略） 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～(2５) （略） 

（新設） 

 

 

 (2６) （略） 

  ２～５（略） 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第４号 

 

改正後 現行 

別紙様式第４号（第 18 条第２項関係）                              （日本工業規格Ａ４）

年    月    日から 

第１                               事業概況書 

年    月    日まで 

 
１ （略） 
２ 営業所等の増減 
  （略） 
 （記載上の注意） 
   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第 2 項の規定により銀行代理業

者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載す

ること。 
区 分 前 期 末 当 期 末 増   減 （ △ ）

銀 行 代 理 業 者    
 銀行代理業を営む 

営業所又は事務所 
   

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者について記載すること。 
３～10 （略） 

第２          年    月    日現在  貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⒂ （略） 

⒃  資産の部の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条第３項に規定

する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒄ （略） 

２～５ （略） 

 

別紙様式第４号（第 18 条第２項関係）                              （日本工業規格Ａ４） 

年    月    日から 

第１                               事業概況書 

年    月    日まで 

 
１ （略） 
２ 営業所等の増減 
  （略） 
 （記載上の注意） 
   銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 
 
 

区 分 前 期 末 当 期 末 増   減 （ △ ） 
銀 行 代 理 業 者    
銀行代理業を営む 
営業所又は事務所 

   

  （新設） 
 

３～10 （略） 

第２          年    月    日現在  貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⒂ （略） 

（新設） 

 

 

⒃ （略） 

２～５ （略） 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第４号の２ 

 

改正後 現行 

別紙様式第４号の２（第 18 条第２項関係）                           （日本工業規格Ａ４）

年    月    日から 

第１                               事業概況書 

年    月    日まで 

１ （略） 
２ 営業所等の増減 
  （略） 
 （記載上の注意） 
   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第 2 項の規定により銀行代理業

者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載す

ること。 
区   分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

銀 行 代 理 業 者    
 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 
   

 （記載上の注意） 

   当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者について記載すること。 
３～11 （略） 

第２          年    月    日現在  貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⒂ （略） 

⒃  資産の部の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条第３項に規定

する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒄ （略） 

２～５ （略） 

 

別紙様式第４号の２（第 18 条第２項関係）                           （日本工業規格Ａ４） 

年    月    日から 

第１                               事業概況書 

年    月    日まで 

１ （略） 
２ 営業所等の増減 
  （略） 
 （記載上の注意） 
   銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 
 
 

区   分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 
銀 行 代 理 業 者    
 銀行代理業を営む営業

所又は事務所 
   

  （新設） 
 

３～11 （略） 

第２          年    月    日現在  貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

⑴～⒂ （略） 

（新設） 

 

 

⒃ （略） 

２～５ （略） 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 5 号 

 

改正後 現行 

別紙様式第５号（第 18 条第３項関係）                          （日本工業規格Ａ４） 

 
  年    月    日から 

第１                                 中間事業概況書 
年    月    日まで 

１・２ （略） 
３ 連結自己資本比率の状況 
〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円）

項          目 前期末 
当中間

期末 
項          目 前期末

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 剰 余 金      

利 益 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

自 己 株 式 △ △ (Ｄ)   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金      

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

その他有価証券の評価差損 △ △ 段の意図的な保有相当額   

為 替 換 算 調 整 勘 定    負債性資本調達手段及   

新 株 予 約 権    びこれに準ずるもの   

連結子法人等の少数株主持分    期限付劣後債務及び期   

 うち海外特別目的会社    限付優先株並びにこれ   

の発行する優先出資証    らに準ずるもの   
 

券    短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 連結の範囲に含まれない金   

企業結合等により計上される △ △ 融子会社及び金融業務を営   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   む子法人等、保険子法人等、   

証券化取引に伴い増加した △ △ 金融業務を営む関連法人等   

自己資本相当額   の資本調達手段   

内部格付手法採用行におい △ △ 非同時決済取引に係る控除   

て、期待損失額が適格引当   額及び信用リスク削減手法   

金を上回る額の 50％相当   として用いる保証又はクレ   

額   ジット・デリバティブの免責   

繰延税金資産の控除前の   額に係る控除額   

別紙様式第５号（第 18 条第３項関係）                          （日本工業規格Ａ４） 

 
  年    月    日から 

第１                                 中間事業概況書 
年    月    日まで 

１・２ （略） 
３ 連結自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕 
（新設）  

（単位：百万円） 

項          目 前期末
当中間

期末 
項          目 前期末 

当中間 

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 剰 余 金      

利 益 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

自 己 株 式 △ △ (Ｄ)   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金      

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

その他有価証券の評価差損 △ △ 段の意図的な保有相当額   

為 替 換 算 調 整 勘 定    負債性資本調達手段及   

新 株 予 約 権    びこれに準ずるもの   

連結子会社の少数株主持分    期限付劣後債務及び期   

うち海外特別目的会社    限付優先株並びにこれ   

の発行する優先出資証    らに準ずるもの   

券    短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 連結の範囲に含まれない金   

企業結合等により計上される △ △ 融子会社及び金融業務を営   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   む子法人等、保険子法人等、   

（ 新 設 ）   金融業務を営む関連法人等   

   の資本調達手段   

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

      

      

繰延税金資産の控除前の      



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 5 号 

改正後 現行 

〔基本的項目〕計   内部格付手法採用行におい   

（上記各項目の合計額）   て、期待損失額が適格引当   

繰延税金資産の控除金額 △ △ 金を上回る額の 50％相当   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   額   

 償還を行う蓋然性を有   PD/LGD 方式の適用対象とな   

 する株式等   る株式等エクスポージャー   

その他有価証券の連結貸借   の期待損失額   

対照表計上額の合計額から   基本的項目からの控除分を   

帳簿価額の合計額を控除し   除く、自己資本控除とされる   

た額の 45％相当額   証券化エクスポージャー及   

土地の再評価額と再評価の   び信用補完機能を持つ I/0   

直前の帳簿価額の差額の   ストリップス   

45％相当額   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

一 般 貸 倒 引 当 金   控  除  項  目 ( Ｅ )   

内部格付手法採用行におい      

て、適格引当金が期待損失   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

額を上回る額      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   資産（オン・バランス）項目   

 負 債 性 資 本 調 達 手 段   オフ・バランス取引等項目   

 期限付劣後債務及び期   マーケット・リスク相当額 △ △ 

 限付優先株   を８％で除して得た額   

   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 12.5 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計(Ｇ)

   （ 削 る ）

    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

 
〔国内基準に係る連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項          目 前期末 
当中間

期末 
項          目 前期末

当中間

期末 

〔基本的項目〕計   （ 新 設 ）   

（上記各項目の合計額）      

繰延税金資産の控除金額 △ △    

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有   （ 新 設 ）   

する株式等      

その他有価証券の連結貸借      

対照表計上額の合計額から   （ 新 設 ）   

帳簿価額の合計額を控除し      

た額の 45％      

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の      

45％に相当する額   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

一 般 貸 倒 引 当 金   控  除  項  目 ( Ｅ )   

（ 新 設 ）      

   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   資産（オン・バランス）項目   

負 債 性 資 本 調 達 手 段   オフ・バランス取引項目   

期限付劣後債務及び期   マーケット・リスク相当額 △ △ 

限付優先株   を８％で除して得た額   

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （参考）マーケット・リスク   

   相当額   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％ 

 
〔国内基準に係る連結自己資本比率〕 

（新設）  

（単位：百万円） 

項          目 前期末
当中間

期末 
項          目 前期末 

当中間 

期末 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 5 号 

改正後 現行 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目 （ Ｃ ）   

資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 剰 余 金   (Ｄ)   

自 己 株 式 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   段の意図的な保有相当額   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 負債性資本調達手段及   

その他有価証券の評価差損 △ △ びこれに準ずるもの   

為 替 換 算 調 整 勘 定   期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権     

連結子法人等の少数株主持分   

限付優先株並びにこれ

らに準ずるもの   

 うち海外特別目的会社     

の発行する優先出資証   

短期劣後債務及びこれ

に準ずるもの   
 

券   連結の範囲に含まれない金   

営 業 権 相 当 額 △ △ 融子会社及び金融業務を営   

の れ ん 相 当 額 △ △ む子法人等、保険子法人等、   

企業結合等により計上される △ △ 金融業務を営む関連法人等   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   の資本調達手段   

証券化取引に伴い増加した △ △ 非同時決済取引に係る控除   

自己資本相当額   額及び信用リスク削減手法   

内部格付手法採用行におい △ △ として用いる保証又はクレ   

て、期待損失額が適格引当   ジット・デリバティブの免責   

金を上回る額の 50％相当   額に係る控除額   

額   内部格付手法採用行におい   

て、期待損失額が適格引当   

金を上回る額の 50％相当   

繰延税金資産の控除前の 

〔基本的項目〕計 

（上記各項目の合計額） 

  

額   

繰延税金資産の控除金額 △ △ PD/LGD 方式の適用対象とな   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   る株式等エクスポージャー   

 償還を行う蓋然性を有   の期待損失額   

 する株式等   基本的項目からの控除分を   

土地の再評価額と再評価の   除く、自己資本控除とされる   

直前の帳簿価額の差額の   証券化エクスポージャー及   

45％相当額   び信用補完機能を持つ I/0   

一 般 貸 倒 引 当 金   ストリップス   

内部格付手法採用行におい   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

て、適格引当金が期待損失   控  除  項  目 ( Ｅ )   

額を上回る額      

資 本 金   （ 新 設 ）   

非 累 積 的 永 久 優 先 株   （ 新 設 ）   

新 株 式 申 込 証 拠 金   （ 新 設 ）   

資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ)(Ｃ)   

利 益 剰 余 金      

自 己 株 式 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   段の意図的な保有相当額   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 負債性資本調達手段及   

その他有価証券の評価差損 △ △ びこれに準ずるもの   

為 替 換 算 調 整 勘 定   期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権   限付優先株並びにこれ   

連結子会社の少数株主持分   らに準ずるもの   

うち海外特別目的会社     

の発行する優先出資証   

（ 新 設 ） 

   

券   連結の範囲に含まれない金   

営 業 権 相 当 額 △ △ 融子会社及び金融業務を営   

の れ ん 相 当 額 △ △ む子法人等、保険子法人等、   

企業結合等により計上される △ △ 金融業務を営む関連法人等   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   の資本調達手段   

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

（ 新 設 ）      

      

      

   （ 新 設 ）   

   

   

繰延税金資産の控除前の

〔基本的項目〕計 

（上記各項目の合計額）

  

   

繰延税金資産の控除金額 △ △ （ 新 設 ）   

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有      

する株式等   （ 新 設 ）   

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の      

45％に相当する額      

一 般 貸 倒 引 当 金      

（ 新 設 ）   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

   控  除  項  目 ( Ｄ )   
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負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

 負 債 性 資 本 調 達 手 段      

 期限付劣後債務及び期   資産（オン・バランス）項目   

 限付優先株   オフ・バランス取引等項目   

   マーケット・リスク相当額を

   ８％で除して得た額 

   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 25.0 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計(Ｇ)

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

（記載上の注意） 
１ 本表には、銀行法第 14 条の２第２号に規定する銀行及びその子会社等がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基

準に係る算式に基づき算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕、海外営業拠点を有し

ない銀行は〔国内基準に係る連結自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「連結自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己

資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５ 「企業結合等により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じ

た評価差額が正の値である場合の当該評価差額又は子会社株式の追加取得に伴う再評価により

生じた評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６  「その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の

45％」欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７  連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 19 年３月金融庁告示第 18 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基本

的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそれ

ぞれ記載すること。また、繰延税金資産の純額に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を

欄外に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に20％(平成

18 年３月 31日から平成 19 年３月 30 日までの間は 40％、平成 19 年３月 31 日から平成 20 年３

月 30 日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   自己資本額(Ｃ－Ｄ)(Ｅ)   

負 債 性 資 本 調 達 手 段      

期限付劣後債務及び期   資産（オン・バランス）項目   

限付優先株   オフ・バランス取引項目   

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｆ)   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｆ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｅ／Ｆ) ％ ％ 

（記載上の注意） 
１ 本表には、銀行法第 14 条の２第２号に規定する銀行及びその子会社等がその保有する資産

等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定め

る基準に係る算式に基づき算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕、海外営業拠点を有

しない銀行は〔国内基準に係る連結自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「連結自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自

己資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整

後の金額を記載すること。 

５ 「企業結合等により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生

じた評価差額が正の値である場合の当該評価差額又は子会社株式の追加取得に伴う再評価に

より生じた評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６  「その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の

45％」欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７  連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載す

ること。 

８ 平成 17 年 12 月金融庁告示第 76 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基

本的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額を

それぞれ記載すること。また、繰延税金資産の純額に相当する額及び繰延税金資産の算入上

限額を欄外に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平

成 18 年 3月 31 日から平成 19 年 3月 30 日までの間は 40％、平成 19 年 3月 31 日から平成 20

年 3 月 30 日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 5 号 

改正後 現行 

産の純額に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資

産の控除金額」欄に記載すること。 

９  「信用リスク・アセット算出手法」欄は、標準的手法、基礎的内部格付手法又は先進的内部

格付手法のいずれかを記載すること。 

 
第２    中間連結財務諸表 

１ （略） 

２   （     年    月    日現在）中間連結貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

  ⑴～⑶ (略) 

⑷  中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成 11 年大蔵省令第 24 号）

第 16 条第１項及び第２項に規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒂ (略) 

⒃ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の２及び第17条の３に規

定するストック・オプションに関する事項 

⒄ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の４から第17条の７ま

で、第17条の10、第17条の11、第17条の13、第41条の３及び第62条の３に規定する企業結合

に関する事項 

⒅ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の８、第 17条の９及び第

17 条の 12 に規定する事業分離に関する事項 

⒆  資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒇ （略） 

２～５  （略） 

３～５ （略） 

税金資産の純額に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰

延税金資産の控除金額」欄に記載すること。 

  （新設） 

 

 
第２    中間連結財務諸表 

１ （略） 

２   （     年    月    日現在）中間連結貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

  ⑴～⑶ (略) 

⑷  中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 16 条第１項及び第２項に

規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒂ (略) 

⒃ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の２及び第17条の３

に規定するストック・オプションに関する事項 

⒄ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の４から第17条の７

まで、第17条の10、第17条の11、第17条の13、第41条の３及び第62条の３に規定する企業

結合に関する事項 

⒅ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の８、第 17 条の９及

び第 17 条の 12 に規定する事業分離に関する事項 

（新設） 

 

 

⒆ （略） 

２～５  （略） 

３～５ （略） 
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別紙様式第５号の２（第 18 条第４項関係）                         （日本工業規格Ａ４） 

 
  年    月    日から 

第１                                 事業概況書 
年    月    日まで 

１・２ （略） 
３ 連結自己資本比率の状況 
〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 
項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 剰 余 金      

利 益 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

自 己 株 式 △ △ (Ｄ)   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金      

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

その他有価証券の評価差損 △ △ 段の意図的な保有相当額   

為 替 換 算 調 整 勘 定    負債性資本調達手段及   

新 株 予 約 権    びこれに準ずるもの   

連結子法人等の少数株主持分    期限付劣後債務及び期   

 うち海外特別目的会社    限付優先株並びにこれ   

の発行する優先出資証    らに準ずるもの   
 

券    短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 連結の範囲に含まれない金   

企業結合等により計上される △ △ 融子会社及び金融業務を営   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   む子法人等、保険子法人等、   

証券化取引に伴い増加した △ △ 金融業務を営む関連法人等   

自己資本相当額   の資本調達手段   

内部格付手法採用行におい △ △ 非同時決済取引に係る控除   

て、期待損失額が適格引当   額及び信用リスク削減手法   

金を上回る額の 50％相当   として用いる保証又はクレ   

額   ジット・デリバティブの免責   

繰延税金資産の控除前の   額に係る控除額   

〔基本的項目〕計   内部格付手法採用行におい   

別紙様式第５号の２（第 18 条第４項関係）                         （日本工業規格Ａ４） 

  年    月    日から 
第１                                事業概況書 

年    月    日まで 
 
１・２ （略） 
３ 連結自己資本比率の状況 

〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕 
（新設）  

（単位：百万円） 
項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 剰 余 金      

利 益 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

自 己 株 式 △ △ (Ｄ)   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金      

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

その他有価証券の評価差損 △ △ 段の意図的な保有相当額   

為 替 換 算 調 整 勘 定    負債性資本調達手段及   

新 株 予 約 権    びこれに準ずるもの   

連結子会社の少数株主持分    期限付劣後債務及び期   

うち海外特別目的会社    限付優先株並びにこれ   

の発行する優先出資証    らに準ずるもの   

券    短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 連結の範囲に含まれない金   

企業結合等により計上される △ △ 融子会社及び金融業務を営   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   む子法人等、保険子法人等、   

（ 新 設 ）   金融業務を営む関連法人等   

   の資本調達手段   

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

      

      

繰延税金資産の控除前の      

〔基本的項目〕計   （ 新 設 ）   
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（上記各項目の合計額）   て、期待損失額が適格引当   

繰延税金資産の控除金額 △ △ 金を上回る額の 50％相当   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   額   

 償還を行う蓋然性を有   PD/LGD 方式の適用対象とな   

 する株式等   る株式等エクスポージャー   

その他有価証券の連結貸借   の期待損失額   

対照表計上額の合計額から   基本的項目からの控除分を   

帳簿価額の合計額を控除し   除く、自己資本控除とされる   

た額の 45％相当額   証券化エクスポージャー及   

土地の再評価額と再評価の   び信用補完機能を持つ I/0   

直前の帳簿価額の差額の   ストリップス   

45％相当額   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

一 般 貸 倒 引 当 金   控  除  項  目 ( Ｅ )   

内部格付手法採用行におい      

て、適格引当金が期待損失   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

額を上回る額      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   資産（オン・バランス）項目   

 負 債 性 資 本 調 達 手 段   オフ・バランス取引等項目   

 期限付劣後債務及び期   マーケット・リスク相当額 △ △ 

 限付優先株   を８％で除して得た額   

   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 12.5 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計(Ｇ)

   （ 削 る ）

    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

 
〔国内基準に係る連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 
項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

（上記各項目の合計額）      

繰延税金資産の控除金額 △ △    

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有   （ 新 設 ）   

する株式等      

その他有価証券の連結貸借      

対照表計上額の合計額から   （ 新 設 ）   

帳簿価額の合計額を控除し      

た額の 45％      

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の      

45％に相当する額   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

一 般 貸 倒 引 当 金   控  除  項  目 ( Ｅ )   

（ 新 設 ）      

   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   資産（オン・バランス）項目   

負 債 性 資 本 調 達 手 段   オフ・バランス取引項目   

期限付劣後債務及び期   マーケット・リスク相当額 △ △ 

限付優先株   を８％で除して得た額   

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （参考）マーケット・リスク   

   相当額   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％ 

 
〔国内基準に係る連結自己資本比率〕 

（新設）  

（単位：百万円） 
項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   （ 新 設 ）   

非 累 積 的 永 久 優 先 株   （ 新 設 ）   
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新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目 （ Ｃ ）   

資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 剰 余 金   (Ｄ)   

自 己 株 式 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   段の意図的な保有相当額   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 負債性資本調達手段及   

その他有価証券の評価差損 △ △ びこれに準ずるもの   

為 替 換 算 調 整 勘 定   期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権     

連結子法人等の少数株主持分   

限付優先株並びにこれ

らに準ずるもの   

 うち海外特別目的会社     

の発行する優先出資証   

短期劣後債務及びこれ

に準ずるもの   
 

券   連結の範囲に含まれない金   

営 業 権 相 当 額 △ △ 融子会社及び金融業務を営   

の れ ん 相 当 額 △ △ む子法人等、保険子法人等、   

企業結合等により計上される △ △ 金融業務を営む関連法人等   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   の資本調達手段   

証券化取引に伴い増加した △ △ 非同時決済取引に係る控除   

自己資本相当額   額及び信用リスク削減手法   

内部格付手法採用行におい △ △ として用いる保証又はクレ   

て、期待損失額が適格引当   ジット・デリバティブの免責   

金を上回る額の 50％相当   額に係る控除額   

額   内部格付手法採用行におい   

て、期待損失額が適格引当   

金を上回る額の 50％相当   

繰延税金資産の控除前の

〔基本的項目〕計 

（上記各項目の合計額）

  

額   

繰延税金資産の控除金額 △ △ PD/LGD 方式の適用対象とな   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   る株式等エクスポージャー   

 償還を行う蓋然性を有   の期待損失額   

 する株式等   基本的項目からの控除分を   

土地の再評価額と再評価の   除く、自己資本控除とされる   

直前の帳簿価額の差額の   証券化エクスポージャー及   

45％相当額   び信用補完機能を持つ I/0   

一 般 貸 倒 引 当 金   ストリップス   

内部格付手法採用行におい   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

て、適格引当金が期待損失   控  除  項  目 ( Ｅ )   

額を上回る額      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

 負 債 性 資 本 調 達 手 段      

新 株 式 申 込 証 拠 金   （ 新 設 ）   

資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ)(Ｃ)   

利 益 剰 余 金      

自 己 株 式 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   段の意図的な保有相当額   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 負債性資本調達手段及   

その他有価証券の評価差損 △ △ びこれに準ずるもの   

為 替 換 算 調 整 勘 定   期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権   限付優先株並びにこれ   

連結子会社の少数株主持分   らに準ずるもの   

うち海外特別目的会社     

の発行する優先出資証   

（ 新 設 ）

   

券   連結の範囲に含まれない金   

営 業 権 相 当 額 △ △ 融子会社及び金融業務を営   

の れ ん 相 当 額 △ △ む子法人等、保険子法人等、   

企業結合等により計上される △ △ 金融業務を営む関連法人等   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   の資本調達手段   

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

（ 新 設 ）      

      

      

   （ 新 設 ）   

   

   

繰延税金資産の控除前の

〔基本的項目〕計 

（上記各項目の合計額）

  

   

繰延税金資産の控除金額 △ △ （ 新 設 ）   

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有      

する株式等   （ 新 設 ）   

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の      

45％に相当する額      

一 般 貸 倒 引 当 金      

（ 新 設 ）   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

   控  除  項  目 ( Ｄ )   

      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   自己資本額(Ｃ－Ｄ)(Ｅ)   

負 債 性 資 本 調 達 手 段      
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 期限付劣後債務及び期   資産（オン・バランス）項目   

 限付優先株   オフ・バランス取引等項目   

   マーケット・リスク相当額を

   ８％で除して得た額 

   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 25.0 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計(Ｇ)

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

（記載上の注意） 
１ 本表には、銀行法第 14 条の２第２号に規定する銀行及びその子会社等がその保有する資産等

に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基

準に係る算式に基づき算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕、海外営業拠点を有 

しない銀行は〔国内基準に係る連結自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「連結自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己

資本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

５  「企業結合等により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じ

た評価差額が正の値である場合の当該評価差額又は子会社株式の追加取得に伴う再評価により

生じた評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６  「その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の

45％」欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７  連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

８ 平成 19 年３月金融庁告示第 18 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基本

的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそれ

ぞれ記載すること。また、繰延税金資産の純額に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を

欄外に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平成

18 年３月 31日から平成 19 年３月 30日までの間は 40％、平成 19 年３月 31日から平成 20 年３

月 30 日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資

産の純額に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資

産の控除金額」欄に記載すること。 

期限付劣後債務及び期   資産（オン・バランス）項目   

限付優先株   オフ・バランス取引項目   

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｆ)   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｆ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｅ／Ｆ) ％ ％ 

（記載上の注意） 
１ 本表には、銀行法第 14 条の２第２号に規定する銀行及びその子会社等がその保有する資産等に

照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に

係る算式に基づき算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行は〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕、海外営業拠点を有 

しない銀行は〔国内基準に係る連結自己資本比率〕を記載すること。 

３ 「連結自己資本比率」とは、銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資

本比率をいう。 

４  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後の金

額を記載すること。 

５  「企業結合等により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じた評

価差額が正の値である場合の当該評価差額又は子会社株式の追加取得に伴う再評価により生じた

評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

６  「その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の 45％」

欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

７  連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載するこ

と。 

８ 平成 17 年 12 月金融庁告示第 76 号に掲げる銀行については、「繰延税金資産の控除前の〔基本的

項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額をそれぞれ

記載すること。また、繰延税金資産の純額に相当する額及び繰延税金資産の算入上限額を欄外に記

載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％(平成 18

年 3 月 31 日から平成 19 年 3 月 30 日までの間は 40％、平成 19 年 3 月 31 日から平成 20 年 3 月 30

日までの間は 30％)を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資産の純額

に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の控除金額」

欄に記載すること。 
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９  「信用リスク・アセット算出手法」欄は、標準的手法、基礎的内部格付手法又は先進的内部

格付手法のいずれかを記載すること。 

 

第２     連結財務諸表 
１ （略） 

２   （     年    月    日現在）連結貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

  ⑴～⑶ (略) 

⑷  連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の６第１項から第４項までに

規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒃ (略) 

⒄ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の９から第15条の11までに規

定するストック・オプションに関する事項 

⒅ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の 12 から第 15条の 15 まで、

第15条の18、第15条の19、第15条の21、第41条及び第 63 条の３に規定する企業結合に関する

事項 

⒆ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の16、第15条の17及び第 15

条の 20 に規定する事業分離に関する事項 

⒇ 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(21)  （略） 

２～６  （略） 

３～５ （略） 

  （新設） 

 

 

第２     連結財務諸表 
１ （略） 

２   （     年    月    日現在）連結貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

  ⑴～⑶ (略) 

⑷  連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の６第１項から第４項までに

規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒃ (略) 

⒄ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の９から第15条の11までに規

定するストック・オプションに関する事項 

⒅ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の 12 から第 15 条の 15 まで、

第15条の18、第15条の19、第15条の21、第41条及び第 63 条の３に規定する企業結合に関する事

項 

⒆ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の16、第15条の17及び第 15 条

の 20 に規定する事業分離に関する事項 

   （新設） 

 

 

⒇  (略) 

２～６  （略） 

３～５ （略） 
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改正後 現行 

別紙様式第６号（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第１    第        期   中  間  決    算    公    告 

年    月    日 

住  所 

株 式 会 社                  銀 行

代表取締役又は代表執行役   氏    名

（記載上の注意） 

（略） 

中間貸借対照表（     年    月    日現在） 

（略） 

（記載上の注意） 

１  （略） 

⑴～⑶  （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～(21) （略） 

 (22) 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(23)  （略） 

２～３ （略） 

 

中間損益計算書 （略） 

 

別紙様式第６号（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第１    第        期   中  間  決    算    公    告 

年    月    日 

住  所 

株 式 会 社                  銀 行 

代表取締役又は代表執行役   氏    名 

（記載上の注意） 

(略) 

中間貸借対照表（     年    月    日現在） 

（略） 

（記載上の注意） 

１（略） 

⑴～⑶  （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項から第３項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～(21) （略） 

（新設） 

 

 

(22)  （略） 

２～３（略） 

 

中間損益計算書(略) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第６号の 2 

 

改正後 現行 

別紙様式第６号の２（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第１    第        期   中  間  決    算    公    告 

年    月    日 

住  所 

株 式 会 社                  銀 行

代表取締役又は代表執行役   氏    名

（記載上の注意） 

（略） 

中間貸借対照表（     年    月    日現在） 

（略） 

（記載上の注意） 

１  （略） 

⑴～⑶  （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～(21) （略） 

 (22) 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(23)  （略） 

２～３ （略） 

 

中間損益計算書 （略） 

 

別紙様式第６号の２（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第１    第        期   中  間  決    算    公    告 

年    月    日 

住  所 

株 式 会 社                  銀 行 

代表取締役又は代表執行役   氏    名 

（記載上の注意） 

(略) 

中間貸借対照表（     年    月    日現在） 

（略） 

（記載上の注意） 

１（略） 

⑴～⑶  （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項から第３項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～(21) （略） 

（新設） 

 

 

(22)  （略） 

２～３（略） 

 

中間損益計算書(略) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第６号の３ 

 

改正後 現行 

別紙様式第６号の３（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第１    第        期    決    算    公    告   

年    月    日 

住  所 

株式会社                    銀行 

代表取締役又は代表執行役    氏  名 

（記載上の注意） 

(略) 

貸借対照表（     年    月    日現在） 

（単位：百万円） 

科           目 金   額 科           目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

現 金  当 座 預 金  

預 け 金  普 通 預 金  

コ ー ル ロ ー ン  貯 蓄 預 金  

買 現 先 勘 定  通 知 預 金  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  定 期 預 金  

買 入 手 形  定 期 積 金  

買 入 金 銭 債 権  そ の 他 の 預 金  

商 品 有 価 証 券  譲 渡 性 預 金  

商 品 国 債  コ ー ル マ ネ ー  

商 品 地 方 債  売 現 先 勘 定  

商 品 政 府 保 証 債  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券  売 渡 手 形  

金 銭 の 信 託  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

有 価 証 券  借 用 金  

国 債  再 割 引 手 形  

地 方 債  借 入 金  

短 期 社 債  外 国 為 替  

社 債  外 国 他 店 預 り  

株 式  外 国 他 店 借  

そ の 他 の 証 券  売 渡 外 国 為 替  

貸 出 金  未 払 外 国 為 替  

割 引 手 形  短 期 社 債  

手 形 貸 付  社 債  

証 書 貸 付  新 株 予 約 権 付 社 債  

当 座 貸 越  そ の 他 負 債  

外 国 為 替  未 決 済 為 替 借  

別紙様式第６号の３（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第１    第        期    決    算    公    告   

年    月    日 

住  所 

株式会社                    銀行 

代表取締役又は代表執行役    氏  名 

（記載上の注意） 

(略) 

貸借対照表（     年    月    日現在） 

（単位：百万円） 

科           目 金   額 科           目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

現 金  当 座 預 金  

預 け 金  普 通 預 金  

コ ー ル ロ ー ン  貯 蓄 預 金  

買 現 先 勘 定  通 知 預 金  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  定 期 預 金  

買 入 手 形  定 期 積 金  

買 入 金 銭 債 権  そ の 他 の 預 金  

商 品 有 価 証 券  譲 渡 性 預 金  

商 品 国 債  コ ー ル マ ネ ー  

商 品 地 方 債  売 現 先 勘 定  

商 品 政 府 保 証 債  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券  売 渡 手 形  

金 銭 の 信 託  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

有 価 証 券  借 用 金  

国 債  再 割 引 手 形  

地 方 債  借 入 金  

短 期 社 債  外 国 為 替  

社 債  外 国 他 店 預 り  

株 式  外 国 他 店 借  

そ の 他 の 証 券  売 渡 外 国 為 替  

貸 出 金  未 払 外 国 為 替  

割 引 手 形  短 期 社 債  

手 形 貸 付  社 債  

証 書 貸 付  新 株 予 約 権 付 社 債  

当 座 貸 越  そ の 他 負 債  

外 国 為 替  未 決 済 為 替 借  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第６号の３ 

改正後 現行 

外 国 他 店 預 け  未 払 法 人 税 等  

外 国 他 店 貸  未 払 費 用  

買 入 外 国 為 替  前 受 収 益  

取 立 外 国 為 替  従 業 員 預 り 金  

そ の 他 資 産  給 付 補 て ん 備 金  

未 決 済 為 替 貸  先 物 取 引 受 入 証 拠 金  

前 払 費 用  先 物 取 引 差 金 勘 定  

未 収 収 益  借 入 商 品 債 券  

先 物 取 引 差 入 証 拠 金  借 入 有 価 証 券  

先 物 取 引 差 金 勘 定  売 付 商 品 債 券  

保 管 有 価 証 券 等  売 付 債 券  

金 融 派 生 商 品  金 融 派 生 商 品  

（ 削 る ）  そ の 他 の 負 債  

社 債 発 行 費  賞 与 引 当 金  

そ の 他 の 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

有 形 固 定 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

建 物  特 別 法 上 の 引 当 金  

土 地  金融先物取引責任準備金  

建 設 仮 勘 定  証 券 取 引 責 任 準 備 金  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  繰 延 税 金 負 債  

無 形 固 定 資 産  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

ソ フ ト ウ ェ ア  負 の の れ ん  

の れ ん  支 払 承 諾  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  負 債 の 部 合 計  

繰 延 税 金 資 産  （純 資 産 の 部）  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  資 本 金  

支 払 承 諾 見 返  新 株 式 申 込 証 拠 金  

貸 倒 引 当 金 △ 資 本 剰 余 金  

  資 本 準 備 金  

  そ の 他 資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  利 益 準 備 金  

  そ の 他 利 益 剰 余 金  

  ○  ○  積  立  金  

  繰 越 利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

外 国 他 店 預 け  未 払 法 人 税 等  

外 国 他 店 貸  未 払 費 用  

買 入 外 国 為 替  前 受 収 益  

取 立 外 国 為 替  従 業 員 預 り 金  

そ の 他 資 産  給 付 補 て ん 備 金  

未 決 済 為 替 貸  先 物 取 引 受 入 証 拠 金  

前 払 費 用  先 物 取 引 差 金 勘 定  

未 収 収 益  借 入 商 品 債 券  

先 物 取 引 差 入 証 拠 金  借 入 有 価 証 券  

先 物 取 引 差 金 勘 定  売 付 商 品 債 券  

保 管 有 価 証 券 等  売 付 債 券  

金 融 派 生 商 品  金 融 派 生 商 品  

社 債 発 行 差 金  そ の 他 の 負 債  

社 債 発 行 費  賞 与 引 当 金  

そ の 他 の 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

有 形 固 定 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

建 物  特 別 法 上 の 引 当 金  

土 地  金融先物取引責任準備金  

建 設 仮 勘 定  証 券 取 引 責 任 準 備 金  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  繰 延 税 金 負 債  

無 形 固 定 資 産  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

ソ フ ト ウ ェ ア  負 の の れ ん  

の れ ん  支 払 承 諾  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  負 債 の 部 合 計  

繰 延 税 金 資 産  （純 資 産 の 部）  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  資 本 金  

支 払 承 諾 見 返  新 株 式 申 込 証 拠 金  

貸 倒 引 当 金 △ 資 本 剰 余 金  

  資 本 準 備 金  

  そ の 他 資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  利 益 準 備 金  

  そ の 他 利 益 剰 余 金  

  ○  ○  積  立  金  

  繰 越 利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第６号の３ 

改正後 現行 

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～(26)  (略) 

 (27)  資産の部の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条第３項に規定

する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(28)  (略) 

２～５ (略) 

 

損益計算書 (略) 

 

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～(26)  (略) 

（新設) 

 

 

(27)  (略) 

２～５ (略) 

 

損益計算書 (略) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第６号の４ 

 

改正後 現行 

別紙様式第６号の４（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第１    第        期    決    算    公    告   

年    月    日 

住   所 

株式会社                 銀行 

代表取締役又は代表執行役  氏  名 

（記載上の注意） 

(略) 

貸借対照表（     年    月    日現在） 

（単位：百万円） 

科           目 金   額 科           目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

現 金  当 座 預 金  

預 け 金  普 通 預 金  

コ ー ル ロ ー ン  貯 蓄 預 金  

買 現 先 勘 定  通 知 預 金  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  定 期 預 金  

買 入 手 形  定 期 積 金  

買 入 金 銭 債 権  そ の 他 の 預 金  

特 定 取 引 資 産  譲 渡 性 預 金  

商 品 有 価 証 券  コ ー ル マ ネ ー  

商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  売 現 先 勘 定  

特 定 取 引 有 価 証 券  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特定取引有価証券派生商品  売 渡 手 形  

特 定 金 融 派 生 商 品  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

そ の 他 の 特 定 取 引 資 産  特 定 取 引 負 債  

金 銭 の 信 託  売 付 商 品 債 券  

有 価 証 券  商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  

国 債  特 定 取 引 売 付 債 券  

地 方 債  特定取引有価証券派生商品  

短 期 社 債  特 定 金 融 派 生 商 品  

社 債  そ の 他 の 特 定 取 引 負 債  

株 式  借 用 金  

そ の 他 の 証 券  再 割 引 手 形  

貸 出 金  借 入 金  

割 引 手 形  外 国 為 替  

手 形 貸 付  外 国 他 店 預 り  

別紙様式第６号の４（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第１    第        期    決    算    公    告   

年    月    日 

住   所 

株式会社                 銀行 

代表取締役又は代表執行役  氏  名 

（記載上の注意） 

(略) 

貸借対照表（     年    月    日現在） 

（単位：百万円） 

科           目 金   額 科           目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

現 金  当 座 預 金  

預 け 金  普 通 預 金  

コ ー ル ロ ー ン  貯 蓄 預 金  

買 現 先 勘 定  通 知 預 金  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  定 期 預 金  

買 入 手 形  定 期 積 金  

買 入 金 銭 債 権  そ の 他 の 預 金  

特 定 取 引 資 産  譲 渡 性 預 金  

商 品 有 価 証 券  コ ー ル マ ネ ー  

商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  売 現 先 勘 定  

特 定 取 引 有 価 証 券  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特定取引有価証券派生商品  売 渡 手 形  

特 定 金 融 派 生 商 品  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

そ の 他 の 特 定 取 引 資 産  特 定 取 引 負 債  

金 銭 の 信 託  売 付 商 品 債 券  

有 価 証 券  商 品 有 価 証 券 派 生 商 品  

国 債  特 定 取 引 売 付 債 券  

地 方 債  特定取引有価証券派生商品  

短 期 社 債  特 定 金 融 派 生 商 品  

社 債  そ の 他 の 特 定 取 引 負 債  

株 式  借 用 金  

そ の 他 の 証 券  再 割 引 手 形  

貸 出 金  借 入 金  

割 引 手 形  外 国 為 替  

手 形 貸 付  外 国 他 店 預 り  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第６号の４ 

改正後 現行 

証 書 貸 付  外 国 他 店 借  

当 座 貸 越  売 渡 外 国 為 替  

外 国 為 替  未 払 外 国 為 替  

外 国 他 店 預 け  短 期 社 債  

外 国 他 店 貸  社 債  

買 入 外 国 為 替  新 株 予 約 権 付 社 債  

取 立 外 国 為 替  そ の 他 負 債  

そ の 他 資 産  未 決 済 為 替 借  

未 決 済 為 替 貸  未 払 法 人 税 等  

前 払 費 用  未 払 費 用  

未 収 収 益  前 受 収 益  

先 物 取 引 差 入 証 拠 金  従 業 員 預 り 金  

先 物 取 引 差 金 勘 定  給 付 補 て ん 備 金  

保 管 有 価 証 券 等  先 物 取 引 受 入 証 拠 金  

金 融 派 生 商 品  先 物 取 引 差 金 勘 定  

（ 削 る ）  借 入 商 品 債 券  

社 債 発 行 費  借 入 特 定 取 引 有 価 証 券  

そ の 他 の 資 産  借 入 有 価 証 券  

有 形 固 定 資 産  売 付 債 券  

建 物  金 融 派 生 商 品  

土 地  そ の 他 の 負 債  

建 設 仮 勘 定  賞 与 引 当 金  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

無 形 固 定 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

ソ フ ト ウ ェ ア  特 別 法 上 の 引 当 金  

の れ ん  金融先物取引責任準備金  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  証 券 取 引 責 任 準 備 金  

繰 延 税 金 資 産  繰 延 税 金 負 債  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

支 払 承 諾 見 返  負 の の れ ん  

貸 倒 引 当 金 △ 支 払 承 諾  

  負 債 の 部 合 計  

  （純 資 産 の 部）  

  資 本 金  

  新 株 式 申 込 証 拠 金  

  資 本 剰 余 金  

  資 本 準 備 金  

  そ の 他 資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  利 益 準 備 金  

証 書 貸 付  外 国 他 店 借  

当 座 貸 越  売 渡 外 国 為 替  

外 国 為 替  未 払 外 国 為 替  

外 国 他 店 預 け  短 期 社 債  

外 国 他 店 貸  社 債  

買 入 外 国 為 替  新 株 予 約 権 付 社 債  

取 立 外 国 為 替  そ の 他 負 債  

そ の 他 資 産  未 決 済 為 替 借  

未 決 済 為 替 貸  未 払 法 人 税 等  

前 払 費 用  未 払 費 用  

未 収 収 益  前 受 収 益  

先 物 取 引 差 入 証 拠 金  従 業 員 預 り 金  

先 物 取 引 差 金 勘 定  給 付 補 て ん 備 金  

保 管 有 価 証 券 等  先 物 取 引 受 入 証 拠 金  

金 融 派 生 商 品  先 物 取 引 差 金 勘 定  

社 債 発 行 差 金  借 入 商 品 債 券  

社 債 発 行 費  借 入 特 定 取 引 有 価 証 券  

そ の 他 の 資 産  借 入 有 価 証 券  

有 形 固 定 資 産  売 付 債 券  

建 物  金 融 派 生 商 品  

土 地  そ の 他 の 負 債  

建 設 仮 勘 定  賞 与 引 当 金  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

無 形 固 定 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

ソ フ ト ウ ェ ア  特 別 法 上 の 引 当 金  

の れ ん  金融先物取引責任準備金  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  証 券 取 引 責 任 準 備 金  

繰 延 税 金 資 産  繰 延 税 金 負 債  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

支 払 承 諾 見 返  負 の の れ ん  

貸 倒 引 当 金 △ 支 払 承 諾  

  負 債 の 部 合 計  

  （純 資 産 の 部）  

  資 本 金  

  新 株 式 申 込 証 拠 金  

  資 本 剰 余 金  

  資 本 準 備 金  

  そ の 他 資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  利 益 準 備 金  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第６号の４ 

改正後 現行 

  そ の 他 利 益 剰 余 金  

  ○  ○  積  立  金  

  繰 越 利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～(26)  (略) 

 (27)  資産の部の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条第３項に規定

する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(28)  (略) 

２～５ (略) 

 

損益計算書 (略) 

 

  そ の 他 利 益 剰 余 金  

  ○  ○  積  立  金  

  繰 越 利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～(26)  (略) 

（新設) 

 

 

(27)  (略) 

２～５ (略) 

 

損益計算書 (略) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第７号 

 

改正後 現行 

別紙様式第７号（第 19 条第１項及び第６項関係）  

第 1      第     期  中 間 決 算 公 告 

年    月    日  

住   所 

銀行             支店 

代 表 者  氏         名 

（記載上の注意） 

（略） 

中間貸借対照表（  年  月  日現在） 

（略） 

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒁ （略） 

⒂ 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒃ （略） 

２・３（略） 

中間損益計算書  （略） 

 

別紙様式第７号（第 19 条第１項及び第６項関係）  

第 1      第     期  中 間 決 算 公 告 

年    月    日  

住   所 

銀行             支店 

代 表 者  氏         名 

（記載上の注意） 

（略） 

中間貸借対照表（  年  月  日現在） 

（略） 

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項から第３項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒁ （略） 

(新設) 

  

 

⒂ （略） 

２・３（略） 

中間損益計算書  （略） 

 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第７号の２ 

 

改正後 現行 

別紙様式第７号の２（第 19 条第１項及び第６項関係）  

第 1      第     期  中 間 決 算 公 告 

年    月    日  

住   所 

銀行             支店 

代 表 者  氏         名 

（記載上の注意） 

（略） 

中間貸借対照表（  年  月  日現在） 

（略） 

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒁ （略） 

⒂ 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒃ （略） 

２・３（略） 

 

中間損益計算書  （略） 

 

別紙様式第７号の２（第 19 条第１項及び第６項関係）  

第 1      第     期  中 間 決 算 公 告 

年    月    日  

住   所 

銀行             支店 

代 表 者  氏         名 

（記載上の注意） 

（略） 

中間貸借対照表（  年  月  日現在） 

（略） 

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～⑶ （略） 

⑷  中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第５条の４第１項から第３項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒁ （略） 

 (新設) 

  

 

⒂ （略） 

２・３（略） 

 

中間損益計算書  （略） 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第７号の３ 

 

改正後 現行 

別紙様式第７号の３（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第 1     第     期  決 算 公 告 

年    月    日  

住   所 

銀行            支店

代 表 者   氏         名

（記載上の注意） 

(略) 

貸借対照表（  年  月  日現在） 

(略) 

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～⒂ (略) 

⒃ 資産の部の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条第３項に規定

する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒄ (略) 

２～５ (略) 

        

損益計算書 (略) 

 

別紙様式第７号の３（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第 1     第     期  決 算 公 告 

年    月    日  

住   所 

銀行            支店 

代 表 者   氏         名 

（記載上の注意） 

(略) 

貸借対照表（  年  月  日現在） 

(略) 

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～⒂ (略) 

 (新設) 

 

 

⒃ (略) 

２～５ (略) 

        

損益計算書 (略) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第７号の４ 

 

改正後 現行 

別紙様式第７号の４（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第 1     第     期  決 算 公 告 

年    月    日  

住   所 

銀行            支店

代 表 者   氏         名

（記載上の注意） 

(略) 

貸借対照表（  年  月  日現在） 

(略) 

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～⒂ (略) 

⒃ 資産の部の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条第３項に規定

する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒄ (略) 

２～５ (略) 

        

損益計算書 (略) 

 

別紙様式第７号の４（第 19 条第１項及び第６項関係） 

第 1     第     期  決 算 公 告 

年    月    日  

住   所 

銀行            支店 

代 表 者   氏         名 

（記載上の注意） 

(略) 

貸借対照表（  年  月  日現在） 

(略) 

（記載上の注意） 

１  (略) 

⑴～⒂ (略) 

 (新設) 

 

 

⒃ (略) 

２～５ (略) 

        

損益計算書 (略) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第８号 

 

改正後 現行 

別紙様式第８号（第 19 条第２項及び第６項関係） 

第１    第        期    中 間 決  算  公  告 

年    月    日 

住  所 

株式会社                   銀行 

代表取締役又は代表執行役 氏   名 

（記載上の注意） 

（略） 

中間連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

（略）  
（記載上の注意） 

１ (略) 

２ （略） 

⑴～⑶ (略) 

⑷  中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 16 条第１項及び第２項に規定

する有価証券に関する事項 

⑸～⒃ (略) 

⒄ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の２及び第17条の３に規

定するストック・オプションに関する事項 

⒅ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の４から第17条の７まで、

第 17 条の 10、第 17 条の 11、第 17 条の 13、第 41 条の３及び第 62 条の３に規定する企業結

合に関する事項 

⒆ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の８、第 17条の９及び第

17 条の 12 に規定する事業分離に関する事項 

⒇ 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(21)  (略) 

３～６  (略) 

中間連結損益計算書  (略) 

 

第２    第        期    中 間 決  算  公  告（要 旨） 

年    月    日 

住   所 

株式会社                 銀行 

代表取締役又は代表執行役 氏  名 

（記載上の注意） 

(略) 

中間連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

別紙様式第８号（第 19 条第２項及び第６項関係） 

第１    第        期    中 間 決  算  公  告 

年    月    日 

住  所 

株式会社                   銀行 

代表取締役又は代表執行役 氏   名 

（記載上の注意） 

（略） 

中間連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

（略）  
（記載上の注意） 

１  (略) 

２ （略） 

⑴～⑶ (略) 

⑷  中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 16 条第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒃ (略) 

⒄ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の２及び第17条の３に

規定するストック・オプションに関する事項 

⒅ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の４から第17条の７ま

で、第 17 条の 10、第 17 条の 11、第 17 条の 13、第 41 条の３及び第 62 条の３に規定する企

業結合に関する事項 

⒆ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の８、第 17 条の９及び

第 17 条の 12 に規定する事業分離に関する事項 

（新設） 

 

 

⒇ (略) 

３～６  (略) 

中間連結損益計算書  (略) 

 

第２    第        期    中 間 決  算  公  告（要 旨） 

年    月    日 

住   所 

株式会社                 銀行 

代表取締役又は代表執行役 氏  名 

（記載上の注意） 

(略) 

中間連結貸借対照表（     年    月    日現在） 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第８号 

改正後 現行 

（単位：百万円又は億円） 

科           目 金   額 科           目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形  譲 渡 性 預 金  

買 現 先 勘 定  コールマネー及び売渡手形  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  売 現 先 勘 定  

買 入 金 銭 債 権  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特 定 取 引 資 産  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

商 品 有 価 証 券  特 定 取 引 負 債  

金 銭 の 信 託  借 用 金  

有 価 証 券  外 国 為 替  

貸 出 金  短 期 社 債  

外 国 為 替  社 債  

そ の 他 資 産  新 株 予 約 権 付 社 債  

有 形 固 定 資 産  そ の 他 負 債  

無 形 固 定 資 産  賞 与 引 当 金  

繰 延 税 金 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

支 払 承 諾 見 返  特 別 法 上 の 引 当 金  

貸 倒 引 当 金 △ 繰 延 税 金 負 債  

  再評価に係る繰延税金負債  

  負 の の れ ん  

  支 払 承 諾  

  負 債 の 部 合 計  

  （純 資 産 の 部）  

  資 本 金  

  新 株 式 申 込 証 拠 金  

  資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  その他有価証券評価差額金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  為 替 換 算 調 整 勘 定  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  少 数 株 主 持 分  

（単位：百万円又は億円） 

科           目 金   額 科           目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形  譲 渡 性 預 金  

買 現 先 勘 定  コールマネー及び売渡手形  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  売 現 先 勘 定  

買 入 金 銭 債 権  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特 定 取 引 資 産  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

商 品 有 価 証 券  特 定 取 引 負 債  

金 銭 の 信 託  借 用 金  

有 価 証 券  外 国 為 替  

貸 出 金  短 期 社 債  

外 国 為 替  社 債  

そ の 他 資 産  新 株 予 約 権 付 社 債  

有 形 固 定 資 産  そ の 他 負 債  

無 形 固 定 資 産  賞 与 引 当 金  

繰 延 税 金 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

支 払 承 諾 見 返  特 別 法 上 の 引 当 金  

貸 倒 引 当 金 △ 繰 延 税 金 負 債  

  再評価に係る繰延税金負債  

  負 の の れ ん  

  支 払 承 諾  

  負 債 の 部 合 計  

  （純 資 産 の 部）  

  資 本 金  

  新 株 式 申 込 証 拠 金  

  資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  その他有価証券評価差額金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  為 替 換 算 調 整 勘 定  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

  （ 新 設 ）  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第８号 

改正後 現行 

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

（削る） 

 

 

 

 

１・２ (略) 

 

中間連結損益計算書  (略) 

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１  銀行及びその子会社等について連結して作成する貸借対照表等に関する下記の事項を記載す

ること。 

①  連結の範囲に関する事項 

②  持分法の適用に関する事項 

③  連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

２・３ (略) 

 

中間連結損益計算書  (略) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第８号の２ 

 

改正後 現行 

別紙様式第８号の２（第 19 条第２項及び第６項関係） 

第１   第     期    決    算    公    告 

年    月    日 

住 所 

株式会社                    銀行 

代表取締役又は代表執行役  氏   名 

（記載上の注意） 

(略) 

連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

(略) 
（記載上の注意） 

１ (略) 

２ （略）  

⑴～⑶ (略) 

⑷  連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の６第１項から第４項までに

規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒄ (略) 

⒅ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の９から第 15 条の 11 までに

規定するストック・オプションに関する事項 

⒆ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の 12 から第 15 条の 15 まで、

第 15 条の 18、第 15 条の 19、第 15 条の 21、第 41 条及び第 63条の３に規定する企業結合に

関する事項 

⒇ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の 16、第 15 条の 17 及び第

15 条の 20 に規定する事業分離に関する事項 

(21)  資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(22)  (略) 

３～７  (略) 

連結損益計算書  (略) 

 

第２   第      期    決    算    公    告（要旨） 

年    月    日 

住  所 

株式会社                     銀行 

代表取締役又は代表執行役  氏   名 

（記載上の注意） 

(略) 

連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

別紙様式第８号の２（第 19 条第２項及び第６項関係） 

第１   第     期    決    算    公    告 

年    月    日 

住 所 

株式会社                    銀行 

代表取締役又は代表執行役  氏   名 

（記載上の注意） 

(略) 

連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

(略) 
（記載上の注意） 

１ (略) 

２ （略） 

⑴～⑶ (略) 

⑷  連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の６第１項から第４項までに

規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒄ (略) 

⒅ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の９から第 15 条の 11 までに

規定するストック・オプションに関する事項 

⒆ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の 12 から第 15 条の 15 まで、

第 15 条の 18、第 15 条の 19、第 15 条の 21、第 41 条及び第 63 条の３に規定する企業結合に関

する事項 

⒇ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の 16、第 15 条の 17 及び第

15 条の 20 に規定する事業分離に関する事項 

   （新設） 

 

 

(21)  (略) 

３～７  (略) 

連結損益計算書  (略) 

 

第２   第      期    決    算    公    告（要旨） 

年    月    日 

住  所 

株式会社                     銀行 

代表取締役又は代表執行役  氏    名 

（記載上の注意） 

(略) 

連結貸借対照表（     年    月    日現在） 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第８号の２ 

改正後 現行 

(略) 

（記載上の注意） 

(削る) 

 

 

 

 

 

 

１・２ (略) 

 

連結損益計算書    (略) 

 

(略) 

（記載上の注意） 

１  銀行及びその子会社等について連結して作成する貸借対照表等に関する下記の事項を記載るこ

と。 

①  連結の範囲に関する事項 

②  持分法の適用に関する事項 

③ 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項  

④ 連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

⑤  のれんの償却に関する事項 

２・３ (略) 

 

連結損益計算書    （略) 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第９号 

 

改正後 現行 

別紙様式第９号（第 20 条第１項関係） 

年    月    日から 

第    期                         事業報告 

年    月    日まで 

（記載上の注意） 

１～３ （略） 

４ 銀行が当該事業年度に係る会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12 号）第２条第２項第55号

に規定する連結財務諸表計算書類の作成会社である場合、この様式中に定める記載事項のうち

「１ 当行の現況に関する事項」中「⑴事業の経過及び成果等」、「⑵財産及び損益の状況」、「⑶

使用人の状況」、「⑷営業所等の状況」、「⑸設備投資の状況」及び「⑻その他銀行の現況に関す

る重要な事項」については、これらの全てを企業集団（当該銀行及び子会社等をいう。以下同

じ。）の状況について記載することで、当該銀行に関する記載を省略できるものとする。ただし、

「１ 当行の現況に関する事項」中「⑵財産及び損益の状況」については、当該銀行に関する

事項をも記載すること。 

５ （略） 

１ 当行の現況に関する事項 

⑴ （略） 

⑵ 財産及び損益の状況 

 〔銀行の状況について記載する場合〕 

（略） 

（記載上の注意） 

１～２ （略） 

 ３ 貸出金のうち中小企業向けは、海外支店貸出及び特別国際金融取引勘定貸出を除き、中小企

業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条に規定する中小企業者に対する貸出しを記載するこ

と。 

  ４～７ （略） 

 〔企業集団の状況について記載する場合〕 

（略） 

⑶ （略） 

⑷ 営業所等の状況 

〔銀行の状況について記載する場合〕 

イ 営業所数の推移 

（略） 

ロ 当年度新設営業所 

営 業 所 名 所     在     地 

  

  

  

  

別紙様式第９号（第 20 条第１項関係） 

年    月    日から 

第    期                         事業報告 

年    月    日まで 

（記載上の注意） 

１～３ （略） 

４ 銀行が当該事業年度に係る会社法施行規則第２条第２項第55号に規定する連結財務諸表計算

書類の作成会社である場合、この様式中に定める記載事項のうち「１ 当行の現況に関する事

項」中「⑴事業の経過及び成果等」、「⑵財産及び損益の状況」、「⑶使用人の状況」、「⑷営業所

等の状況」、「⑸設備投資の状況」及び「⑻その他銀行の現況に関する重要な事項」については、

これらの全てを企業集団（当該銀行及び子会社等をいう。以下同じ。）の状況について記載する

ことで、当該銀行に関する記載を省略できるものとする。ただし、「１ 当行の現況に関する事

項」中「⑵財産及び損益の状況」については、当該銀行に関する事項をも記載すること。 

 

５ （略） 

１ 当行の現況に関する事項 

⑴ （略） 

 ⑵ 財産及び損益の状況 

 〔銀行の状況について記載する場合〕 

（略） 

（記載上の注意） 

１～２ （略） 

 ３ 貸出金のうち中小企業向けは、海外支店貸出及び特別国際金融取引勘定貸出を除き、中小企

業基本法第２条に規定する中小企業者に対する貸出しを記載すること。 

 

  ４～７ （略） 

 〔企業集団の状況について記載する場合〕 

（略） 

⑶ （略） 

⑷ 営業所等の状況 

〔銀行の状況について記載する場合〕 

イ 営業所数の推移 

（略） 

ロ 当年度新設営業所 

営 業 所 名 所     在     地 

  

  

  

  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第９号 

改正後 現行 

  

（記載上の注意） 

１  当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第２項の規定により銀行代理

業者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記

載すること。 

２～４ （略） 

ハ 銀行代理業者の一覧 

氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 銀行代理業以外の主要業務 

   

   

   

（記載上の注意） 

当年度末時点における当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者を記載すること。 

ニ 銀行が営む銀行代理業等の状況 

所属金融機関の商号又は名称 

 

 

 

（記載上の注意） 

当該銀行が銀行代理業等（銀行代理業、長期信用銀行法第 16 条の５第２項に規定する長期信用

銀行代理業、信用金庫法第 85 条の２第２項に規定する信用金庫代理業、労働金庫法第 89 条の３

第２項に規定する労働金庫代理業、協同組合による金融事業に関する法律第６条の３第２項に規

定する信用協同組合代理業、農業協同組合法第 92 条の２第２項に規定する特定信用事業代理業、

水産業協同組合法第121条の２第２項に規定する特定信用事業代理業及び農林中央金庫法第95条

の２第２項に規定する農林中央金庫代理業をいう。）を営む場合に記載すること。 

（削 る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔企業集団の状況について記載する場合〕 

イ 銀行業 

ロ ・・・事業 

（記載上の注意） 

１ （略） 

２ 銀行業の記載にあたつては、以下のとおり記載すること。 

  

（記載上の注意） 

１  銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 

 

 

２～４ （略） 

ハ 銀行代理業者数の推移 

当年度末 前年度末 

  

 

 

 （新設） 

 

ニ 当年度新規銀行代理業者 

氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 銀行業以外の主要業務 

   

   

   

（記載上の注意） 

当年度に新規に許可を受けた銀行代理業者について記載すること。 

 

 

 

 

 

ホ 銀行代理業を営む営業所数又は事務所数の推移 

 当   年   度   末 前   年   度   末 

   

  

  

  

合 計  

（記載上の注意） 

適宜地区別に区分して記載すること。 

〔企業集団の状況について記載する場合〕 

イ 銀行業 

ロ ・・・事業 

（記載上の注意） 

１ （略） 

２ 銀行業の記載にあたつては、当該銀行の営む主要な営業所及び営業所数並びに銀行代理業を



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第９号 

改正後 現行 

① 当該銀行の営む主要な営業所及び営業所数を記載すること。なお、前年度末の営業所数に

ついても区分ごとに括弧書で記載すること。（当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者が銀行

代理業を営む営業所又は事務所を除く。） 

② 「銀行代理業者の一覧」については、当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者を記載する

こと。 

③ 「銀行が営む銀行代理業等の状況」については、当該銀行が銀行代理業等を営む場合に記

載すること。 

３ （略） 

⑸～⑻ （略） 

２ （略） 

３ 社外役員に関する事項 

⑴～⑵  

⑶ 責任限定契約 

（略） 

（記載上の注意） 

社外役員と銀行との間で責任限定契約（会社法第 427 条第 1項の契約をいう。以下同じ。）を締

結しているときは、当該契約の内容（当該契約によつて当該社外役員の職務の適正性が損なわれ

ないようにするための措置を講じている場合にあつては、その内容を含む。）の概要を記載するこ

と。 

⑷～⑸ （略） 

４～10 （略） 

 

営む主要な営業所又は事務所及び営業所数又は事務所数を記載する。 

なお、前年度末の営業所数又は事務所数についても区分ごとに括弧書で記載すること。 

 

 

 

 

 

３ （略） 

⑸～⑻ （略） 

２ （略） 

３ 社外役員に関する事項 

⑴～⑵  

⑶ 責任限定契約 

（略） 

（記載上の注意） 

社外役員と銀行との間で責任限定契約（会社法第 427 条第 1項の契約をいう。以下同じ。）を締

結しているときは、当該契約の内容（当該契約によつて当該会計参与の職務の適正性が損なわれ

ないようにするための措置を講じている場合にあつては、その内容を含む。）の概要を記載するこ

と。 

⑷～⑸ （略） 

４～10 （略） 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第９号の２ 

 

改正後 現行 

別紙様式第９号の２（第 20 条第１項関係） 

年    月    日から 

第    期                         事業報告 

年    月    日まで 

（記載上の注意） 

（略） 

１ 当行の現況に関する事項 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 営業所等の状況 

〔銀行の状況について記載する場合〕 

イ 営業所数の推移 

（略） 

ロ 当年度新設営業所 

営 業 所 名 所     在     地 

  

  

  

  

  

（記載上の注意） 

１  当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者（銀行法第 52 条の 61 第２項の規定により銀行代理

業者とみなされる銀行等を含む。以下同じ。）が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記

載すること。 

２～４ （略） 

ハ 銀行代理業者の一覧 

氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 銀行代理業以外の主要業務 

   

   

   

（記載上の注意） 

当年度末時点における当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者を記載すること。 

ニ 銀行が営む銀行代理業等の状況 

所属金融機関の商号又は名称 

 

 

 

（記載上の注意） 

当該銀行が銀行代理業等（銀行代理業、長期信用銀行法第 16 条の５第２項に規定する長期信用

銀行代理業、信用金庫法第 85 条の２第２項に規定する信用金庫代理業、労働金庫法第 89 条の３

別紙様式第９号の２（第 20 条第１項関係） 

年    月    日から 

第    期                         事業報告 

年    月    日まで 

（記載上の注意） 

（略） 

１ 当行の現況に関する事項 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 営業所等の状況 

〔銀行の状況について記載する場合〕 

イ 営業所数の推移 

（略） 

ロ 当年度新設営業所 

営 業 所 名 所     在     地 

  

  

  

  

  

（記載上の注意） 

１  銀行代理業者が銀行代理業を営む営業所又は事務所を除いて記載すること。 

 

 

２～４ （略） 

ハ 銀行代理業者数の推移 

当年度末 前年度末 

  

 

 

 （新設） 

 

ニ 当年度新規銀行代理業者 

氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 銀行業以外の主要業務 

   

   

   

（記載上の注意） 

当年度に新規に許可を受けた銀行代理業者について記載すること。 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第９号の２ 

改正後 現行 

第２項に規定する労働金庫代理業、協同組合による金融事業に関する法律第６条の３第２項に規

定する信用協同組合代理業、農業協同組合法第 92 条の２第２項に規定する特定信用事業代理業、

水産業協同組合法第121条の２第２項に規定する特定信用事業代理業及び農林中央金庫法第95条

の２第２項に規定する農林中央金庫代理業をいう。）を営む場合に記載すること。 

（削 る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔企業集団の状況について記載する場合〕 

イ 銀行業 

ロ ・・・事業 

（記載上の注意） 

１ （略） 

２ 銀行業の記載にあたつては、以下のとおり記載すること。 

① 当該銀行の営む主要な営業所及び営業所数を記載すること。なお、前年度末の営業所数に

ついても区分ごとに括弧書で記載すること。（当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者が銀行

代理業を営む営業所又は事務所を除く。） 

② 「銀行代理業者の一覧」については、当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者を記載する

こと。 

③ 「銀行が営む銀行代理業等の状況」については、当該銀行が銀行代理業等を営む場合に記

載すること。 

３ （略） 

⑸～⑻ （略） 

２ （略） 

３ 社外役員に関する事項 

⑴～⑵ （略） 

⑶ 責任限定契約 

（略） 

（記載上の注意） 

社外役員と銀行との間で責任限定契約（会社法第 427 条第 1項の契約をいう。以下同じ。）を締

結しているときは、当該契約の内容（当該契約によつて当該社外役員の職務の適正性が損なわれ

ないようにするための措置を講じている場合にあつては、その内容を含む。）の概要を記載するこ

と。 

⑷・⑸ （略） 

４・５ （略） 

 

 

 

 

ホ 銀行代理業を営む営業所数又は事務所数の推移 

 当   年   度   末 前   年   度   末 

   

  

  

  

合 計  

（記載上の注意） 

適宜地区別に区分して記載すること。 

〔企業集団の状況について記載する場合〕 

イ 銀行業 

ロ ・・・事業 

（記載上の注意） 

１ （略） 

２ 銀行業の記載にあたつては、当該銀行の営む主要な営業所及び営業所数並びに銀行代理業を

営む主要な営業所又は事務所及び営業所数又は事務所数を記載する。 

なお、前年度末の営業所数又は事務所数についても区分ごとに括弧書で記載すること。 

 

 

 

 

 

３ （略） 

⑸～⑻ （略） 

２ （略） 

３ 社外役員に関する事項 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 責任限定契約 

（略） 

（記載上の注意） 

社外役員と銀行との間で責任限定契約（会社法第 427 条第 1項の契約をいう。以下同じ。）を締

結しているときは、当該契約の内容（当該契約によつて当該会計参与の職務の適正性が損なわれ

ないようにするための措置を講じている場合にあつては、その内容を含む。）の概要を記載するこ

と。 

⑷・⑸ （略） 

４・５ （略） 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第９号の２ 

改正後 現行 

６ 会計監査人に関する事項 

⑴  会計監査人の状況 

 （略） 

（記載上の注意） 

１ 会計監査人が監査法人である場合は、当該監査法人の名称及び当該銀行の監査の職務を行つ

た指定社員（公認会計士法第34条の10の４に規定する指定社員をいう。）の氏名を記載すること。

 

２～５ （略） 

⑵・⑶ （略） 

７～10 （略） 

６ 会計監査人に関する事項 

⑴  会計監査人の状況 

 （略） 

（記載上の注意） 

１ 会計監査人が監査法人である場合は、当該監査法人の名称及び当該銀行の監査の職務を行つ

た指定社員（公認会計士法（昭和 23 年法律第 103 号）第34条の10の４に規定する指定社員をい

う。）の氏名を記載すること。 

２～５ （略） 

⑵・⑶ （略） 

７～10 （略） 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 10 号 

 

改正後 現行 

別紙様式第 10 号（第 20条第２項関係） 

年    月    日から 

               第     期                               附属明細書 

年    月    日まで 

  年  月  日作成                   住所 

  年  月  日備付                   株式会社     銀行 

                              代表取締役 氏 名 印 

（記載上の注意） 

（略） 

１ 計算書類に関する事項 

⑴・⑵（略） 

⑶ 営業経費                             （単位：百万円） 

区 分 金           額 

給 料 ・ 手 当  

退 職 給 付 費 用  

福 利 厚 生 費  

減 価 償 却 費  

（ 削 る ）  

土 地 建 物 機 械 賃 借 料  

営 繕 費  

消 耗 品 費  

給 水 光 熱 費  

旅 費  

通 信 費  

広 告 宣 伝 費  

諸会費・寄付金・交際費  

租 税 公 課  

そ の 他  

計  

（記載上の注意） 

（略） 

⑷ （略） 

２ （略） 

別紙様式第 10 号（第 20条第２項関係） 

年    月    日から 

               第     期                               附属明細書 

年    月    日まで 

  年  月  日作成                   住所 

  年  月  日備付                   株式会社     銀行 

                              代表取締役 氏 名 印 

（記載上の注意） 

（略） 

１ 計算書類に関する事項 

⑴・⑵（略） 

⑶ 営業経費                             （単位：百万円） 

区 分 金           額 

給 料 ・ 手 当  

退 職 給 付 費 用  

福 利 厚 生 費  

減 価 償 却 費  

無 形 固 定 資 産 償 却  

土 地 建 物 機 械 賃 借 料  

営 繕 費  

消 耗 品 費  

給 水 光 熱 費  

旅 費  

通 信 費  

広 告 宣 伝 費  

諸会費・寄付金・交際費  

租 税 公 課  

そ の 他  

計  

（記載上の注意） 

（略） 

⑷ （略） 

２ （略） 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 11 号 

 

改正後 現行 

別紙様式第 11 号（第 34条の 24 第１項関係） 
  年    月    日から 

第１                                 中間事業概況書 
年    月    日まで 

１～４ （略） 
５ 連結自己資本比率の状況 
〔第一基準に係る連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項          目 前期末 
当中間 

期末 
項          目 前期末

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 剰 余 金      

利 益 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

自 己 株 式 △ △ (Ｄ)   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金      

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

その他有価証券の評価差損 △ △ 段の意図的な保有相当額   

為 替 換 算 調 整 勘 定    負債性資本調達手段及   

新 株 予 約 権    びこれに準ずるもの   

連結子法人等の少数株主持分    期限付劣後債務及び期   

 うち海外特別目的会社    限付優先株並びにこれ   

の発行する優先出資証    らに準ずるもの   
 

券    短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 連結の範囲に含まれない金   

企業結合等により計上される △ △ 融子会社及び金融業務を営   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   む子法人等、保険子法人等、   

証券化取引に伴い増加した △ △ 金融業務を営む関連法人等   

自己資本相当額   の資本調達手段   

内部格付手法採用行におい △ △ 非同時決済取引に係る控除   

て、期待損失額が適格引当   額及び信用リスク削減手法   

金を上回る額の 50％相当   として用いる保証又はクレ   

額   ジット・デリバティブの免責   

繰延税金資産の控除前の   額に係る控除額   

〔基本的項目〕計   内部格付手法採用行におい   

別紙様式第 11 号（第 34条の 24 第１項関係） 
  年    月    日から 

第１                                 中間事業概況書 
年    月    日まで 

１～４ （略） 
５ 連結自己資本比率の状況 

〔第一基準に係る連結自己資本比率〕 
（新設）  

（単位：百万円） 

項          目 前期末
当中間

期末 
項          目 前期末 

当中間 

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 剰 余 金      

利 益 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

自 己 株 式 △ △ (Ｄ)   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金      

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

その他有価証券の評価差損 △ △ 段の意図的な保有相当額   

為 替 換 算 調 整 勘 定    負債性資本調達手段及   

新 株 予 約 権    びこれに準ずるもの   

連結子会社の少数株主持分    期限付劣後債務及び期   

うち海外特別目的会社    限付優先株並びにこれ   

の発行する優先出資証    らに準ずるもの   

券    短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 連結の範囲に含まれない金   

企業結合等により計上される △ △ 融子会社及び金融業務を営   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   む子法人等、保険子法人等、   

（ 新 設 ）   金融業務を営む関連法人等   

   の資本調達手段   

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

      

      

繰延税金資産の控除前の      

〔基本的項目〕計   （ 新 設 ）   



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 11 号 

改正後 現行 

（上記各項目の合計額）   て、期待損失額が適格引当   

繰延税金資産の控除金額 △ △ 金を上回る額の 50％相当   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   額   

 償還を行う蓋然性を有   PD/LGD 方式の適用対象とな   

 する株式等   る株式等エクスポージャー   

その他有価証券の連結貸借   の期待損失額   

対照表計上額の合計額から   基本的項目からの控除分を   

帳簿価額の合計額を控除し   除く、自己資本控除とされる   

た額の 45％相当額   証券化エクスポージャー及   

土地の再評価額と再評価の   び信用補完機能を持つ I/0   

直前の帳簿価額の差額の   ストリップス   

45％相当額   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

一 般 貸 倒 引 当 金   控  除  項  目 ( Ｅ )   

内部格付手法採用行におい      

て、適格引当金が期待損失   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

額を上回る額      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   資産（オン・バランス）項目   

 負 債 性 資 本 調 達 手 段   オフ・バランス取引等項目   

 期限付劣後債務及び期   マーケット・リスク相当額 △ △ 

 限付優先株   を８％で除して得た額   

   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 12.5 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計(Ｇ)

   （ 削 る ）

    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

〔第二基準に係る連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項          目 前期末 
当中間 

期末 
項          目 前期末

当中間

期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

（上記各項目の合計額）      

繰延税金資産の控除金額 △ △    

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有   （ 新 設 ）   

する株式等      

その他有価証券の連結貸借      

対照表計上額の合計額から   （ 新 設 ）   

帳簿価額の合計額を控除し      

た額の 45％      

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の      

45％に相当する額   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

一 般 貸 倒 引 当 金   控  除  項  目 ( Ｅ )   

（ 新 設 ）      

   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   資産（オン・バランス）項目   

負 債 性 資 本 調 達 手 段   オフ・バランス取引項目   

期限付劣後債務及び期   マーケット・リスク相当額 △ △ 

限付優先株   を８％で除して得た額   

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （参考）マーケット・リスク   

   相当額   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％ 

〔第二基準に係る連結自己資本比率〕 
（新設）  

（単位：百万円） 

項          目 前期末
当中間

期末 
項          目 前期末 

当中間 

期末 

資 本 金   （ 新 設 ）   

非 累 積 的 永 久 優 先 株   （ 新 設 ）   
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新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目 （ Ｃ ）   

資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

利 益 剰 余 金   (Ｄ)   

自 己 株 式 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   段の意図的な保有相当額   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 負債性資本調達手段及   

その他有価証券の評価差損 △ △ びこれに準ずるもの   

為 替 換 算 調 整 勘 定   期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権     

連結子法人等の少数株主持分   

限付優先株並びにこれ

らに準ずるもの   

 うち海外特別目的会社     

の発行する優先出資証   

短期劣後債務及びこれ

に準ずるもの   
 

券   連結の範囲に含まれない金   

営 業 権 相 当 額 △ △ 融子会社及び金融業務を営   

の れ ん 相 当 額 △ △ む子法人等、保険子法人等、   

企業結合等により計上される △ △ 金融業務を営む関連法人等   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   の資本調達手段   

証券化取引に伴い増加した △ △ 非同時決済取引に係る控除   

自己資本相当額   額及び信用リスク削減手法   

内部格付手法採用行におい △ △ として用いる保証又はクレ   

て、期待損失額が適格引当   ジット・デリバティブの免責   

金を上回る額の 50％相当   額に係る控除額   

額   内部格付手法採用行におい   

て、期待損失額が適格引当   

金を上回る額の 50％相当   

繰延税金資産の控除前の 

〔基本的項目〕計 

（上記各項目の合計額） 

  

額   

繰延税金資産の控除金額 △ △ PD/LGD 方式の適用対象とな   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   る株式等エクスポージャー   

 償還を行う蓋然性を有   の期待損失額   

 する株式等   基本的項目からの控除分を   

土地の再評価額と再評価の   除く、自己資本控除とされる   

直前の帳簿価額の差額の   証券化エクスポージャー及   

45％相当額   び信用補完機能を持つ I/0   

一 般 貸 倒 引 当 金   ストリップス   

内部格付手法採用行におい   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

て、適格引当金が期待損失   控  除  項  目 ( Ｅ )   

額を上回る額      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

 負 債 性 資 本 調 達 手 段      

新 株 式 申 込 証 拠 金   （ 新 設 ）   

資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ)(Ｃ)   

利 益 剰 余 金      

自 己 株 式 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   段の意図的な保有相当額   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 負債性資本調達手段及   

その他有価証券の評価差損 △ △ びこれに準ずるもの   

為 替 換 算 調 整 勘 定   期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権   限付優先株並びにこれ   

連結子会社の少数株主持分   らに準ずるもの   

うち海外特別目的会社     

の発行する優先出資証   

（ 新 設 ）

   

券   連結の範囲に含まれない金   

営 業 権 相 当 額 △ △ 融子会社及び金融業務を営   

の れ ん 相 当 額 △ △ む子法人等、保険子法人等、   

企業結合等により計上される △ △ 金融業務を営む関連法人等   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   の資本調達手段   

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

（ 新 設 ）      

      

      

   （ 新 設 ）   

   

   

繰延税金資産の控除前の

〔基本的項目〕計 

（上記各項目の合計額）

  

   

繰延税金資産の控除金額 △ △ （ 新 設 ）   

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有      

する株式等   （ 新 設 ）   

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の      

45％に相当する額      

一 般 貸 倒 引 当 金      

（ 新 設 ）   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

   控  除  項  目 ( Ｄ )   

      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   自己資本額(Ｃ－Ｄ)(Ｅ)   

負 債 性 資 本 調 達 手 段      
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 期限付劣後債務及び期   資産（オン・バランス）項目   

 限付優先株   オフ・バランス取引等項目   

   マーケット・リスク相当額を

   ８％で除して得た額 

   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 25.0 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計(Ｇ)

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

（記載上の注意） 
１ 本表には、銀行法第52条の 25 に規定する銀行持株会社及びその子会社等がその保有する資産

等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める

基準に係る算式に基づき算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行又は長期信用銀行を子会社等とする銀行持株会社は〔第一基準に

係る連結自己資本比率〕、その他の銀行持株会社は〔第二基準に係る連結自己資本比率〕を記載

すること。 

３  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

４  「企業結合等により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じ

た評価差額が正の値である場合の当該評価差額又は子会社株式の追加取得に伴う再評価により

生じた評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

５  「その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の

45％」欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

６  連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

７ 平成 19 年３月金融庁告示第 19 号に掲げる銀行持株会社については、「繰延税金資産の控除前

の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金

額をそれぞれ記載すること。また、繰延税金資産の純額に相当する額及び繰延税金資産の算入

上限額を欄外に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、 繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％（平

成18年３月31日から平成19年３月30日までの間は 40％、平成19年３月31日から平成20年３月 30

日までの間は 30％）を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資産の

純額に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の

控除金額」欄に記載すること。 

８ 「信用リスク・アセット算出手法」欄は、標準的手法、基礎的内部格付手法又は先進的内部

期限付劣後債務及び期   資産（オン・バランス）項目   

限付優先株   オフ・バランス取引項目   

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｆ)   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｆ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｅ／Ｆ) ％ ％ 

（記載上の注意） 
１ 本表には、銀行法第52条の 25 に規定する銀行持株会社及びその子会社等がその保有する資産

等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める

基準に係る算式に基づき算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行又は長期信用銀行を子会社等とする銀行持株会社は〔第一基準に

係る連結自己資本比率〕、 その他の銀行持株会社は〔第二基準に係る連結自己資本比率〕を記

載すること。 

３  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

４  「企業結合等により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じ

た評価差額が正の値である場合の当該評価差額又は子会社株式の追加取得に伴う再評価により

生じた評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

５  「その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の

45％」欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

６  連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

７ 平成17年12月金融庁告示第78号に掲げる銀行持株会社については、「繰延税金資産の控除前の

〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額

をそれぞれ記載すること。また、繰延税金資産の純額に相当する額及び繰延税金資産の算入上

限額を欄外に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、 繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％（平

成18年３月31日から平成19年３月30日までの間は 40％、平成19年３月31日から平成20年３月 30

日までの間は 30％）を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資産の

純額に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の

控除金額」欄に記載すること。 

(新設) 
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格付手法のいずれかを記載すること。 

第２    中間連結財務諸表 
１ （略） 

２   （     年    月    日現在）中間連結貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

  ⑴～⑶ (略) 

⑷  中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 16 条第１項及び第２項に規定

する有価証券に関する事項 

⑸～⒂ (略) 

⒃ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の２及び第17条の３に規

定するストック・オプションに関する事項 

⒄ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の４から第17条の７まで、

第17条の10、第17条の11、第17条の13、第41条の３及び第62条の３に規定する企業結合に関

する事項 

⒅ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の８、第 17条の９及び第

17 条の 12 に規定する事業分離に関する事項 

⒆  資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

⒇ （略） 

２～６  （略） 

３～５ （略） 

 

第２    中間連結財務諸表 
１ （略） 

２   （     年    月    日現在）中間連結貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

  ⑴～⑶ (略) 

⑷  中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 16 条第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒂ (略) 

⒃ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の２及び第17条の３に

規定するストック・オプションに関する事項 

⒄ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の４から第17条の７ま

で、第17条の10、第17条の11、第17条の13、第41条の３及び第62条の３に規定する企業結合

に関する事項 

⒅ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の８、第 17 条の９及び

第 17 条の 12 に規定する事業分離に関する事項 

（新 設） 

 

 

⒆ （略） 

２～６  （略） 

３～５ （略） 
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別紙様式第 12 号（第 34条の 24 第２項関係） 
  年    月    日から 

第１                                 事業概況書 
年    月    日まで 

１～７  （略） 
８ 連結自己資本比率の状況 
〔第一基準に係る連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 
項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 剰 余 金      

利 益 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

自 己 株 式 △ △ (Ｄ)   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金      

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

その他有価証券の評価差損 △ △ 段の意図的な保有相当額   

為 替 換 算 調 整 勘 定    負債性資本調達手段及   

新 株 予 約 権    びこれに準ずるもの   

連結子法人等の少数株主持分    期限付劣後債務及び期   

 うち海外特別目的会社    限付優先株並びにこれ   

の発行する優先出資証    らに準ずるもの   
 

券    短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 連結の範囲に含まれない金   

企業結合等により計上される △ △ 融子会社及び金融業務を営   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   む子法人等、保険子法人等、   

証券化取引に伴い増加した △ △ 金融業務を営む関連法人等   

自己資本相当額   の資本調達手段   

内部格付手法採用行におい △ △ 非同時決済取引に係る控除   

て、期待損失額が適格引当   額及び信用リスク削減手法   

金を上回る額の 50％相当   として用いる保証又はクレ   

額   ジット・デリバティブの免責   

繰延税金資産の控除前の   額に係る控除額   

〔基本的項目〕計   内部格付手法採用行におい   

（上記各項目の合計額）   て、期待損失額が適格引当   

別紙様式第 12 号（第 34条の 24 第２項関係） 
年    月    日から 

第１                                事業概況書 
年    月    日まで 

１～７  （略） 
８ 連結自己資本比率の状況 

〔第一基準に係る連結自己資本比率〕 
（新設）  

（単位：百万円） 
項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目(Ｃ)   

資 本 剰 余 金      

利 益 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

自 己 株 式 △ △ (Ｄ)   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金      

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

その他有価証券の評価差損 △ △ 段の意図的な保有相当額   

為 替 換 算 調 整 勘 定    負債性資本調達手段及   

新 株 予 約 権    びこれに準ずるもの   

連結子会社の少数株主持分    期限付劣後債務及び期   

うち海外特別目的会社    限付優先株並びにこれ   

の発行する優先出資証    らに準ずるもの   

券    短期劣後債務及びこれ   

営 業 権 相 当 額 △ △  に準ずるもの   

の れ ん 相 当 額 △ △ 連結の範囲に含まれない金   

企業結合等により計上される △ △ 融子会社及び金融業務を営   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   む子法人等、保険子法人等、   

（ 新 設 ）   金融業務を営む関連法人等   

   の資本調達手段   

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

      

      

繰延税金資産の控除前の      

〔基本的項目〕計   （ 新 設 ）   

（上記各項目の合計額）      
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繰延税金資産の控除金額 △ △ 金を上回る額の 50％相当   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   額   

 償還を行う蓋然性を有   PD/LGD 方式の適用対象とな   

 する株式等   る株式等エクスポージャー   

その他有価証券の連結貸借   の期待損失額   

対照表計上額の合計額から   基本的項目からの控除分を   

帳簿価額の合計額を控除し   除く、自己資本控除とされる   

た額の 45％相当額   証券化エクスポージャー及   

土地の再評価額と再評価の   び信用補完機能を持つ I/0   

直前の帳簿価額の差額の   ストリップス   

45％相当額   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

一 般 貸 倒 引 当 金   控  除  項  目 ( Ｅ )   

内部格付手法採用行におい      

て、適格引当金が期待損失   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

額を上回る額      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   資産（オン・バランス）項目   

 負 債 性 資 本 調 達 手 段   オフ・バランス取引等項目   

 期限付劣後債務及び期   マーケット・リスク相当額 △ △ 

 限付優先株   を８％で除して得た額   

   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 12.5 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計(Ｇ)

   （ 削 る ）

    

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

〔第二基準に係る連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 
項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   短 期 劣 後 債 務   

 非 累 積 的 永 久 優 先 株   準 補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 

新 株 式 申 込 証 拠 金   準 補 完 的 項 目 （ Ｃ ）   

資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)   

繰延税金資産の控除金額 △ △    

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有   （ 新 設 ）   

する株式等      

その他有価証券の連結貸借      

対照表計上額の合計額から   （ 新 設 ）   

帳簿価額の合計額を控除し      

た額の 45％      

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の      

45％に相当する額   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

一 般 貸 倒 引 当 金   控  除  項  目 ( Ｅ )   

（ 新 設 ）      

   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   資産（オン・バランス）項目   

負 債 性 資 本 調 達 手 段   オフ・バランス取引項目   

期限付劣後債務及び期   マーケット・リスク相当額 △ △ 

限付優先株   を８％で除して得た額   

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｇ)   

   （参考）マーケット・リスク   

   相当額   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％ 

〔第二基準に係る連結自己資本比率〕 
（新設）  

（単位：百万円） 
項          目 前期末 当期末 項          目 前期末 当期末 

資 本 金   （ 新 設 ）   

非 累 積 的 永 久 優 先 株   （ 新 設 ）   

新 株 式 申 込 証 拠 金   （ 新 設 ）   

資 本 剰 余 金   自己資本総額(Ａ＋Ｂ)(Ｃ)   
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利 益 剰 余 金   (Ｄ)   

自 己 株 式 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   段の意図的な保有相当額   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 負債性資本調達手段及   

その他有価証券の評価差損 △ △ びこれに準ずるもの   

為 替 換 算 調 整 勘 定   期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権     

連結子法人等の少数株主持分   

限付優先株並びにこれ

らに準ずるもの   

 うち海外特別目的会社     

の発行する優先出資証   

短期劣後債務及びこれ

に準ずるもの   
 

券   連結の範囲に含まれない金   

営 業 権 相 当 額 △ △ 融子会社及び金融業務を営   

の れ ん 相 当 額 △ △ む子法人等、保険子法人等、   

企業結合等により計上される △ △ 金融業務を営む関連法人等   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   の資本調達手段   

証券化取引に伴い増加した △ △ 非同時決済取引に係る控除   

自己資本相当額   額及び信用リスク削減手法   

内部格付手法採用行におい △ △ として用いる保証又はクレ   

て、期待損失額が適格引当   ジット・デリバティブの免責   

金を上回る額の 50％相当   額に係る控除額   

額   内部格付手法採用行におい   

て、期待損失額が適格引当   

金を上回る額の 50％相当   

繰延税金資産の控除前の 

〔基本的項目〕計 

（上記各項目の合計額） 

  

額   

繰延税金資産の控除金額 △ △ PD/LGD 方式の適用対象とな   

基  本  的  項  目 ( Ａ )   る株式等エクスポージャー   

 償還を行う蓋然性を有   の期待損失額   

 する株式等   基本的項目からの控除分を   

土地の再評価額と再評価の   除く、自己資本控除とされる   

直前の帳簿価額の差額の   証券化エクスポージャー及   

45％相当額   び信用補完機能を持つ I/0   

一 般 貸 倒 引 当 金   ストリップス   

内部格付手法採用行におい   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

て、適格引当金が期待損失   控  除  項  目 ( Ｅ )   

額を上回る額      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   自己資本額(Ｄ－Ｅ)(Ｆ)   

 負 債 性 資 本 調 達 手 段      

 期限付劣後債務及び期   資産（オン・バランス）項目   

 限付優先株   オフ・バランス取引等項目   

利 益 剰 余 金      

自 己 株 式 △ △ 他の金融機関の資本調達手   

自 己 株 式 申 込 証 拠 金   段の意図的な保有相当額   

社 外 流 出 予 定 額 △ △ 負債性資本調達手段及   

その他有価証券の評価差損 △ △ びこれに準ずるもの   

為 替 換 算 調 整 勘 定   期限付劣後債務及び期   

新 株 予 約 権   限付優先株並びにこれ   

連結子会社の少数株主持分   らに準ずるもの   

うち海外特別目的会社     

の発行する優先出資証   

（ 新 設 ）

   

券   連結の範囲に含まれない金   

営 業 権 相 当 額 △ △ 融子会社及び金融業務を営   

の れ ん 相 当 額 △ △ む子法人等、保険子法人等、   

企業結合等により計上される △ △ 金融業務を営む関連法人等   

無 形 固 定 資 産 相 当 額   の資本調達手段   

（ 新 設 ）   （ 新 設 ）   

      

（ 新 設 ）      

      

      

   （ 新 設 ）   

   

   

繰延税金資産の控除前の

〔基本的項目〕計 

（上記各項目の合計額）

  

   

繰延税金資産の控除金額 △ △ （ 新 設 ）   

基  本  的  項  目 ( Ａ )      

償還を行う蓋然性を有      

する株式等   （ 新 設 ）   

土地の再評価額と再評価の      

直前の帳簿価額の差額の      

45％に相当する額      

一 般 貸 倒 引 当 金      

（ 新 設 ）   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

   控  除  項  目 ( Ｄ )   

      

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等   自己資本額(Ｃ－Ｄ)(Ｅ)   

負 債 性 資 本 調 達 手 段      

期限付劣後債務及び期   資産（オン・バランス）項目   

限付優先株   オフ・バランス取引項目   
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   マーケット・リスク相当額を

   ８％で除して得た額 

   オペレーショナル・リスク相

   当額を８％で除して得た額 

   旧所要自己資本の額に告示

   に定める率を乗じて得た額

   が新所要自己資本の額を上

   回る額に 25.0 を乗じて得た

   額 

   リスク・アセット等計(Ｇ)

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｇ) ％ ％

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｆ／Ｇ) ％ ％

（記載上の注意） 
１ 本表には、銀行法第 52 条の25に規定する銀行持株会社及びその子会社等がその保有する資産

等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める

基準に係る算式に基づき算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行又は長期信用銀行を子会社等とする銀行持株会社は〔第一基準に

係る連結自己資本比率〕、その他の銀行持株会社は〔第二基準に係る連結自己資本比率〕を記載

すること。 

３  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

４  「企業結合等により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じ

た評価差額が正の値である場合の当該評価差額又は子会社株式の追加取得に伴う再評価により

生じた評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

５  「その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の

45％」欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

６  連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

７ 平成 19 年３月金融庁告示第 19 号に掲げる銀行持株会社については、「繰延税金資産の控除前

の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金

額をそれぞれ記載すること。また、繰延税金資産の純額に相当する額及び繰延税金資産の算入

上限額を欄外に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％（平

成18年３月31日から平成19年３月30日までの間は 40％、平成19年３月31日から平成20年３月 30

日までの間は 30％）を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資産の

純額に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の

控除金額」欄に記載すること。 

８ 「信用リスク・アセット算出手法」欄は、標準的手法、基礎的内部格付手法又は先進的内部

格付手法のいずれかを記載すること。 

 

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

   （ 新 設 ）   

      

      

      

      

   リスク・アセット等計(Ｆ)   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ Ｔｉｅｒ１ 比 率 (Ａ／Ｆ) ％ ％ 

補  完  的  項  目 ( Ｂ )   自 己 資 本 比 率(Ｅ／Ｆ) ％ ％ 

（記載上の注意） 
１ 本表には、銀行法第 52 条の25に規定する銀行持株会社及びその子会社等がその保有する資産

等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するために金融庁長官が定める

基準に係る算式に基づき算出した数値を記載すること。 

２ 海外営業拠点を有する銀行又は長期信用銀行を子会社等とする銀行持株会社は〔第一基準に

係る連結自己資本比率〕、その他の銀行持株会社は〔第二基準に係る連結自己資本比率〕を記載

すること。 

３  「その他有価証券の評価差損」欄は、算出した金額が負の値である場合に限り税効果調整後

の金額を記載すること。 

４  「企業結合等により計上される無形固定資産相当額」は、企業結合に伴う再評価により生じ

た評価差額が正の値である場合の当該評価差額又は子会社株式の追加取得に伴う再評価により

生じた評価差額が正の値である場合の当該評価差額に限る。 

５  「その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の

45％」欄は算出した金額が正の値である場合に限り記載すること。 

６  連結自己資本比率の算定に関する外部監査を受けている場合には、その旨を欄外に記載する

こと。 

７ 平成17年12月金融庁告示第78号に掲げる銀行持株会社については、「繰延税金資産の控除前の

〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）」欄及び「繰延税金資産の控除金額」欄に所定の金額

をそれぞれ記載すること。また、繰延税金資産の純額に相当する額及び繰延税金資産の算入上

限額を欄外に記載すること。 

繰延税金資産の算入上限額は、 繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕の合計額に 20％（平

成18年３月31日から平成19年３月30日までの間は 40％、平成19年３月31日から平成20年３月 30

日までの間は 30％）を乗じて得た額とし、当該繰延税金資産の算入上限額を、繰延税金資産の

純額に相当する額から控除した金額が正の値である場合に限り、当該金額を「繰延税金資産の

控除金額」欄に記載すること。 

(新設) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 12 号 

改正後 現行 

第２     連結財務諸表 
１  （略） 

２   （     年    月    日現在）連結貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

  ⑴～⑶ (略) 

⑷  連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の６第１項から第４項までに

規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒃ (略) 

⒄ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の９から第15条の11までに規

定するストック・オプションに関する事項 

⒅ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の 12 から第 15条の 15 まで、

第15条の18、第15条の19、第15条の21、第41条及び第 63 条の３に規定する企業結合に関する

事項 

⒆ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の16、第15条の17及び第 15

条の 20 に規定する事業分離に関する事項 

⒇ 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(21) （略） 

 

２～７  （略） 

３～５  （略） 

 

第２     連結財務諸表 
１  （略） 

２   （     年    月    日現在）連結貸借対照表 

（記載上の注意） 

１ （略） 

  ⑴～⑶ (略) 

⑷  連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の６第１項から第４項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒃ (略) 

⒄ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の９から第15条の11までに

規定するストック・オプションに関する事項 

⒅ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の12から第15条の15まで、

第15条の18、第15条の19、第15条の21、第41条及び第 63 条の３に規定する企業結合に関する

事項 

⒆ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の16、第15条の17及び第 15

条の 20 に規定する事業分離に関する事項 

（新 設） 

 

 

⒇  (略) 

 

２～７  （略） 

３～５  （略） 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 13 号 

 

改正後 現行 

別紙様式第 13 号（第 34条の 25 第１項及び第４項関係） 

第１    第        期    中  間  決    算    公    告 

年    月    日 

住  所 

銀 行 持 株 会 社 名 

代表取締役又は代表執行役 氏 名 

（記載上の注意） 

(略) 
中間連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

(略) 
（記載上の注意） 

１  (略) 

２ (略) 

⑴～⑶ (略) 

⑷  中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 16 条第１項及び第２項に規定

する有価証券に関する事項 

⑸～⒃ (略) 

⒄ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の２及び第17条の３に規

定するストック・オプションに関する事項 

⒅ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の４から第17条の７まで、

第17条の10、第17条の11、第17条の13、第41条の３及び第62条の３に規定する企業結合に関

する事項 

⒆ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の８、第 17 条の９及び第

17 条の 12 に規定する事業分離に関する事項 

⒇ 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(21) (略) 

３～７  (略) 

 

中間連結損益計算書  (略) 

 

第２  第        期    中  間  決    算    公    告（要旨） 

年    月    日 

住  所 

銀 行 持 株 会 社 名 

代表取締役又は代表執行役 氏 名 

（記載上の注意） 

(略) 

別紙様式第 13 号（第 34条の 25 第１項及び第４項関係） 

第１    第        期    中  間  決    算    公    告 

年    月    日 

住  所 

銀 行 持 株 会 社 名 

代表取締役又は代表執行役 氏 名 

（記載上の注意） 

(略) 
中間連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

(略) 
（記載上の注意） 

１  (略) 

２ (略) 

⑴～⑶ (略) 

⑷  中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 16 条第１項及び第２項に規

定する有価証券に関する事項 

⑸～⒃ (略) 

⒄ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の２及び第17条の３に

規定するストック・オプションに関する事項 

⒅ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の４から第17条の７ま

で、第17条の10、第17条の11、第17条の13、第41条の３及び第62条の３に規定する企業結合

に関する事項 

⒆ 中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第17条の８、第 17 条の９及び

第 17 条の 12 に規定する事業分離に関する事項 

(新設) 

 

 

⒇ (略) 

３～７  (略) 

 

中間連結損益計算書  (略) 

 

第２  第        期    中  間  決    算    公    告（要旨） 

年    月    日 

住  所 

銀 行 持 株 会 社 名 

代表取締役又は代表執行役 氏 名 

（記載上の注意） 

(略) 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 13 号 

改正後 現行 

中間連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

（単位：百万円又は億円） 

科        目 金   額 科        目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形  譲 渡 性 預 金  

買 現 先 勘 定  コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  売 現 先 勘 定  

買 入 金 銭 債 権  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特 定 取 引 資 産  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

商 品 有 価 証 券  特 定 取 引 負 債  

金 銭 の 信 託  借 用 金  

有 価 証 券  外 国 為 替  

貸 出 金  短 期 社 債  

外 国 為 替  社 債  

そ の 他 資 産  新 株 予 約 権 付 社 債  

有 形 固 定 資 産  そ の 他 負 債  

無 形 固 定 資 産  賞 与 引 当 金  

繰 延 税 金 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

支 払 承 諾 見 返  特 別 法 上 の 引 当 金  

貸 倒 引 当 金 △ 繰 延 税 金 負 債  

  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

  負 の の れ ん  

  支 払 承 諾  

  負 債 の 部 合 計  

  （純 資 産 の 部）  

  資 本 金  

  新 株 式 申 込 証 拠 金  

  資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  為 替 換 算 調 整 勘 定  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  

中間連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

（単位：百万円又は億円） 

科        目 金   額 科        目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金  預 金  

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形  譲 渡 性 預 金  

買 現 先 勘 定  コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形  

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金  売 現 先 勘 定  

買 入 金 銭 債 権  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特 定 取 引 資 産  コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー  

商 品 有 価 証 券  特 定 取 引 負 債  

金 銭 の 信 託  借 用 金  

有 価 証 券  外 国 為 替  

貸 出 金  短 期 社 債  

外 国 為 替  社 債  

そ の 他 資 産  新 株 予 約 権 付 社 債  

有 形 固 定 資 産  そ の 他 負 債  

無 形 固 定 資 産  賞 与 引 当 金  

繰 延 税 金 資 産  役 員 賞 与 引 当 金  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産  退 職 給 付 引 当 金  

支 払 承 諾 見 返  特 別 法 上 の 引 当 金  

貸 倒 引 当 金 △ 繰 延 税 金 負 債  

  再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

  負 の の れ ん  

  支 払 承 諾  

  負 債 の 部 合 計  

  （純 資 産 の 部）  

  資 本 金  

  新 株 式 申 込 証 拠 金  

  資 本 剰 余 金  

  利 益 剰 余 金  

  自 己 株 式 △ 

  自 己 株 式 申 込 証 拠 金  

  株 主 資 本 合 計  

  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

  土 地 再 評 価 差 額 金  

  為 替 換 算 調 整 勘 定  

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

  新 株 予 約 権  



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 13 号 

改正後 現行 

  少 数 株 主 持 分  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

(削る) 

 

 

 

 

１～３ (略) 

 

中間連結損益計算書        (略) 

 

  （ 新 設 ）  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１  銀行持株会社及びその子会社等について連結して作成する貸借対照表等に関する下記の事項

を記載すること。 

①  連結の範囲に関する事項 

②  持分法の適用に関する事項 

③  連結法人等の中間決算日等に関する事項 

２～４ (略) 

 

中間連結損益計算書        (略) 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 13 号の 2 

 

改正後 現行 

別紙様式第 13 号の２（第 34 条の 25 第１項及び第４項関係） 

第１    第        期     決   算   公   告 

年    月    日 

住  所 

銀 行 持 株 会 社 名 

代表取締役又は代表執行役 氏 名 

（記載上の注意） 

(略) 

連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

(略) 
（記載上の注意） 

１  (略) 

２ （略） 

⑴～⑶ (略) 

⑷  連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の６第１項から第４項までに

規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒄ (略) 

⒅ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の９から第15条の11までに規

定するストック・オプションに関する事項 

⒆ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の 12 から第 15条の 15 まで、

第15条の18、第15条の19、第15条の21、第41条及び第 63 条の３に規定する企業結合に関する

事項 

⒇ 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の16、第15条の17及び第 15

条の 20 に規定する事業分離に関する事項 

(21) 資産の部の有価証券中の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであつて、当該社債の発行が証券取引法第２条

第３項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）に係る保証債務の額 

(22)  (略) 

３～８ (略)  
連結損益計算書  (略) 

  

第２    第        期    決    算    公    告（要旨） 

年    月    日 

住  所 

銀 行 持 株 会 社 名 

代表取締役又は代表執行役  氏  名 

（記載上の注意） 
(略) 

連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

別紙様式第 13 号の２（第 34 条の 25 第１項及び第４項関係） 

第１    第        期     決   算   公   告 

年    月    日 

住  所 

銀 行 持 株 会 社 名 

代表取締役又は代表執行役 氏 名 

（記載上の注意） 

(略) 

連結貸借対照表（     年    月    日現在） 

(略) 
（記載上の注意） 

１  (略) 

２ （略） 

⑴～⑶ (略) 

⑷  連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の６第１項から第４項まで

に規定する有価証券に関する事項 

⑸～⒄ (略) 

⒅ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 15 条の９から第15条の11までに

規定するストック・オプションに関する事項 

⒆ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の12から第15条の15まで、

第15条の18、第15条の19、第15条の21、第41条及び第 63 条の３に規定する企業結合に関する

事項 

⒇ 連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第15条の16、第15条の17及び第 15

条の 20 に規定する事業分離に関する事項 

（新設） 

 

 

(21)  (略) 

３～８ (略)  
連結損益計算書  (略) 

 

第２    第        期    決    算    公    告（要旨） 

年    月    日 

住  所 

銀 行 持 株 会 社 名 

代表取締役又は代表執行役  氏  名 

（記載上の注意） 
(略) 

連結貸借対照表（     年    月    日現在） 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 13 号の 2 

改正後 現行 

(略) 

（記載上の注意） 

(削 る) 

 

 

 

 

 

 

１～３ (略) 

  

連結損益計算書         (略) 

 

(略) 

（記載上の注意） 

１  銀行持株会社及びその子会社等について連結して作成する貸借対照表等に関する下記の事項

を記載すること。 

①  連結の範囲に関する事項 

②  持分法の適用に関する事項 

③  連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

④  連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

⑤  のれんの償却に関する事項 

２～４ (略) 

  

連結損益計算書         (略) 

 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 14 号 

 

改正後 現行 

別紙様式第 14 号（第 34 条の 28 第１項関係） 

年    月    日から 

第    期                         事業報告 

年    月    日まで 

（記載上の注意） 

（略） 

１～２ （略） 

３ 社外役員に関する事項 

⑴～⑵  

⑶ 責任限定契約 

（略） 

（記載上の注意） 

社外役員と銀行との間で責任限定契約（会社法第 427 条第 1項の契約をいう。以下同じ。）を締

結しているときは、当該契約の内容（当該契約によつて当該社外役員の職務の適正性が損なわれ

ないようにするための措置を講じている場合にあつては、その内容を含む。）の概要を記載するこ

と。 

⑷～⑸ （略） 

４～５ （略） 

６ 会計監査人に関する事項 

⑴  会計監査人の状況 

 （略） 

（記載上の注意） 

１ 会計監査人が監査法人である場合は、当該監査法人の名称及び当該銀行の監査の職務を行つ

た指定社員（公認会計士法第34条の10の４に規定する指定社員をいう。）の氏名を記載すること。

 

２～５ （略） 

⑵～⑶ （略） 

７～10 （略） 

別紙様式第 14 号（第 34 条の 28 第１項関係） 

年    月    日から 

第    期                         事業報告 

年    月    日まで 

（記載上の注意） 

（略） 

１～２ （略） 

３ 社外役員に関する事項 

⑴～⑵  

⑶ 責任限定契約 

（略） 

（記載上の注意） 

社外役員と銀行との間で責任限定契約（会社法第 427 条第 1項の契約をいう。以下同じ。）を締

結しているときは、当該契約の内容（当該契約によつて当該会計参与の職務の適正性が損なわれ

ないようにするための措置を講じている場合にあつては、その内容を含む。）の概要を記載するこ

と。 

⑷～⑸ （略） 

４～５ （略） 

６ 会計監査人に関する事項 

⑴  会計監査人の状況 

 （略） 

（記載上の注意） 

１ 会計監査人が監査法人である場合は、当該監査法人の名称及び当該銀行の監査の職務を行つ

た指定社員（公認会計士法（昭和 23 年法律第 103 号）第34条の10の４に規定する指定社員をい

う。）の氏名を記載すること。 

２～５ （略） 

⑵～⑶ （略） 

７～10 （略） 

 



○銀行法施行規則(昭和五十七年大蔵省令第十号)  別紙様式第 15 号 

 

改正後 現行 

別紙様式第 15 号（第 34 条の 28 第２項関係） 

年    月    日から 

第     期                            附属明細書 

年    月    日まで 

 

  年  月  日作成                   住  所 

  年  月  日備付                   会 社 名 

                              代表取締役 氏    名 印 

（記載上の注意） 

（略） 

１ 計算書類に関する事項 

⑴～⑵（略） 

⑶ 営業経費                             （単位：百万円） 

区 分 金           額 

給 料 ・ 手 当  

退 職 給 付 費 用  

福 利 厚 生 費  

減 価 償 却 費  

（ 削 る ）  

土 地 建 物 機 械 賃 借 料  

営 繕 費  

消 耗 品 費  

給 水 光 熱 費  

旅 費  

通 信 費  

広 告 宣 伝 費  

諸会費・寄付金・交際費  

租 税 公 課  

そ の 他  

計  

（記載上の注意） 

（略） 

⑷ （略） 

２ （略） 

別紙様式第 15 号（第 34 条の 28 第２項関係） 

年    月    日から 

第     期                            附属明細書 

年    月    日まで 

 

  年  月  日作成                   住  所 

  年  月  日備付                   会 社 名 

                              代表取締役 氏    名 印 

（記載上の注意） 

（略） 

１ 計算書類に関する事項 

⑴～⑵（略） 

⑶ 営業経費                             （単位：百万円） 

区 分 金           額 

給 料 ・ 手 当  

退 職 給 付 費 用  

福 利 厚 生 費  

減 価 償 却 費  

無 形 固 定 資 産 償 却  

土 地 建 物 機 械 賃 借 料  

営 繕 費  

消 耗 品 費  

給 水 光 熱 費  

旅 費  

通 信 費  

広 告 宣 伝 費  

諸会費・寄付金・交際費  

租 税 公 課  

そ の 他  

計  

（記載上の注意） 

（略） 

⑷ （略） 

２ （略） 
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